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規 則 

 

江東区児童育成手当条例施行規則の一部を改正

する規則を公布する。 

  令和３年３月１２日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第５号 

   江東区児童育成手当条例施行規則の一部を

改正する規則 

 江東区児童育成手当条例施行規則（昭和４６年

１０月江東区規則第４０号）の一部を次のように

改正する。 

 第２条の４第１項中「第３５条の２第１項」の

次に「、第３５条の３第１項」を加える。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の江東区児童育成手当

条例施行規則第２条の４の規定は、令和３年６

月以後の月分の児童育成手当の支給について適

用し、同年５月以前の月分の児童育成手当の支

給については、なお従前の例による。 

                     

江東区ひとり親家庭等の医療費の助成に関する

条例施行規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和３年３月１２日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第６号 

江東区ひとり親家庭等の医療費の助成に関

する条例施行規則の一部を改正する規則 

 江東区ひとり親家庭等の医療費の助成に関する

条例施行規則（平成元年１２月江東区規則第１０

７号）の一部を次のように改正する。 

第１２条第１項中「第３５条の２第１項」の次

に「、第３５条の３第１項」を加え、同条第２項

第３号中「父又は」を削る。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の江東区ひとり親家庭

等の医療費の助成に関する条例施行規則第１２

条の規定は、令和４年１月１日以後の療養に係

る医療費の助成について適用し、令和３年１２

月３１日以前の療養に係る医療費の助成につい

ては、なお従前の例による。 

                    

江東区国民健康保険条例の一部を改正する条例

附則第２項に規定する規則で定める日を定める規

則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和３年３月１２日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第７号 

江東区国民健康保険条例の一部を改正する

条例附則第２項に規定する規則で定める日

を定める規則の一部を改正する規則 

 江東区国民健康保険条例の一部を改正する条例

附則第２項に規定する規則で定める日を定める規

則（令和２年９月江東区規則第６８号）の一部を

次のように改正する。 

 本則中「令和３年３月３１日」を「令和３年６

月３０日」に改める。 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

                    

江東区建築基準法施行細則の一部を改正する規

則を公布する。 

令和３年３月１２日 

江東区長  山 﨑 孝 明   

◎江東区規則第８号 

江東区建築基準法施行細則の一部を改正す

る規則 

 江東区建築基準法施行細則（昭和４０年３月江

東区規則第２号）の一部を次のように改正する。 

第４６条中「都市整備部建築課」を「都市整備

部」に改める。 

第４８条に次の１項を加える。 

２ 前項の規定にかかわらず、建築計画概要書、

建築基準法令による処分の概要書、指定道路図

及び指定道路調書を建築情報窓口システム（区

の電子計算組織を利用して窓口で建築行政等に

係る情報の閲覧等を行うシステムをいう。以下

同じ。）により閲覧する場合の閲覧時間は、午前

９時から午後４時３０分までとする。 

第５０条に次の１項を加える。 

２ 前項の規定にかかわらず、建築計画概要書、

建築基準法令による処分の概要書、指定道路図

及び指定道路調書を建築情報窓口システムによ

り閲覧しようとする者は、次に掲げる事項を建

築情報窓口システムに入力しなければならない。 

(1) 閲覧年月日 

(2) 閲覧しようとする者の住所、氏名及び電話

番号 

(3) 閲覧の目的 
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(4) 前３号に掲げるもののほか、区長が必要と

認める事項 

   附 則 

 この規則は、令和３年６月１日から施行する。 

                    

江東区営住宅条例施行規則の一部を改正する規

則を公布する。 

令和３年３月１２日 

江東区長  山 﨑 孝 明 

◎江東区規則第９号 

江東区営住宅条例施行規則の一部を改正す

る規則 

江東区営住宅条例施行規則（平成１０年２月江

東区規則第１号）の一部を次のように改正する。 

別表第１及び別表第２を次のように改める。 
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別表第１（第１３条関係） 

名称 専用面積 利便性係数 

扇橋一丁目ア

パート 

浴槽Ⅰ 61.53 ㎡ 0.9335 

浴槽Ⅱ 61.53 ㎡ 0.9477 

塩浜住宅 １号棟 浴槽なし 42.36 ㎡ 0.8985 

浴槽Ⅰ 42.36 ㎡ 0.9316 

浴槽Ⅱ 42.36 ㎡ 0.9457 

２号棟 浴槽なし 51.04 ㎡ 0.9030 

浴槽Ⅰ 51.04 ㎡ 0.9362 

浴槽Ⅱ 51.04 ㎡ 0.9505 

猿江一丁目ア

パート 

浴槽なし 55.92 ㎡ 0.9109 

浴槽Ⅰ 55.92 ㎡ 0.9445 

浴槽Ⅱ 55.92 ㎡ 0.9589 

北砂二丁目ア

パート 

浴槽なし 51.22 ㎡ 0.8762 

浴槽Ⅰ 51.22 ㎡ 0.9085 

浴槽Ⅱ 51.22 ㎡ 0.9223 

大島五丁目住

宅 

浴槽なし 55.92 ㎡ 0.9013 

浴槽Ⅰ 55.92 ㎡ 0.9345 

浴槽Ⅱ 55.92 ㎡ 0.9487 

東砂八丁目住

宅 

浴槽なし 51.04 ㎡ 0.8738 

浴槽Ⅰ 51.04 ㎡ 0.9060 

浴槽Ⅱ 51.04 ㎡ 0.9198 

森下二丁目住

宅 

 

 

 

Ａタイプ 浴槽Ⅰ 47.41 ㎡ 0.9354 

浴槽Ⅱ 47.41 ㎡ 0.9496 

Ｂタイプ 浴槽Ⅰ 56.74 ㎡ 0.9354 

浴槽Ⅱ 56.74 ㎡ 0.9496 

Ｃタイプ 浴槽Ⅰ 48.05 ㎡ 0.9354 

浴槽Ⅱ 48.05 ㎡ 0.9496 

塩浜一丁目住

宅 

１２号棟 浴槽Ⅰ 48.07 ㎡ 0.9515 

浴槽Ⅱ 48.07 ㎡ 0.9660 

１４号棟 Ａタイプ 浴槽Ⅰ 61.53 ㎡ 0.9515 

浴槽Ⅱ 61.53 ㎡ 0.9660 

Ｂタイプ 浴槽Ⅱ 74.89 ㎡ 0.9660 

北砂七丁目住

宅 

１号棟 浴槽Ⅱ 63.11 ㎡ 0.9071 

２号棟 浴槽Ⅱ 57.39 ㎡ 0.9071 

３号棟 浴槽Ⅱ 53.91 ㎡ 0.9071 

４号棟 浴槽Ⅱ 63.11 ㎡ 0.9071 

東陽一丁目住

宅 

浴槽Ⅱ 61.50 ㎡ 0.9625 

東陽一丁目第

二住宅 

浴槽Ⅰ 62.20 ㎡ 0.9418 

浴槽Ⅱ 62.20 ㎡ 0.9561 

 備考 この表において浴槽Ⅰとは、８００型の形式の浴槽をいい、浴槽Ⅱとは、８００型以外の形式の

浴槽をいう。 
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別表第２（第１３条関係） 

収入区分等 
 
 
 
 
 
名称及び種別 

104,00
0 円以
下の場
合 

104,00
0 円を
超 え
123,00
0 円以
下の場
合 

123,00
0 円を
超 え
139,00
0 円以
下の場
合 

139,00
0 円を
超 え
158,00
0 円以
下の場
合 

158,00
0 円を
超 え
186,00
0 円以
下の場
合 

186,00
0 円を
超 え
214,00
0 円以
下の場
合 

214,00
0 円を
超 え
259,00
0 円以
下の場
合 

259,00
0 円を
超える
場合 

近傍同
種の住
宅の家
賃 

扇
橋
一
丁
目
ア
パ
ー
ト 

浴槽Ⅰ 34,600
円 

39,900
円 

45,700
円 

51,500
円 

58,800
円 

67,900
円 

79,500
円 

91,700
円 

95,900
円 

浴槽Ⅱ 35,100
円 

40,500
円 

46,400
円 

52,300
円 

59,700
円 

68,900
円 

80,700
円 

93,100
円 

95,900
円 

塩浜 
住宅 

１ 
号
棟 

浴 槽
なし 

21,900
円 

25,300
円 

28,900
円 

32,600
円 

37,200
円 

43,000
円 

50,300
円 

58,000
円 

60,600
円 

 浴 槽
Ⅰ 

22,700
円 

26,200
円 

30,000
円 

33,800
円 

38,600
円 

44,600
円 

52,200
円 

60,200
円 

60,600
円 

浴 槽
Ⅱ 

23,000
円 

26,600
円 

30,400
円 

34,300
円 

39,200
円 

45,200
円 

53,000
円 

60,600
円 

60,600
円 

２
号
棟 

浴 槽
なし 

26,500
円 

30,600
円 

35,000
円 

39,500
円 

45,100
円 

52,100
円 

61,000
円 

70,300
円 

73,100
円 

浴 槽
Ⅰ 

27,500
円 

31,800
円 

36,300
円 

41,000
円 

46,800
円 

54,000
円 

63,200
円 

72,900
円 

73,100
円 

浴 槽
Ⅱ 

27,900
円 

32,200
円 

36,900
円 

41,600
円 

47,500
円 

54,800
円 

64,200
円 

73,100
円 

73,100
円 

猿
江
一
丁
目
ア
パ
ー
ト 

浴槽な
し 

29,800
円 

34,400
円 

39,300
円 

44,400
円 

50,700
円 

58,500
円 

68,500
円 

79,000
円 

87,300
円 

浴槽Ⅰ 30,900
円 

35,600
円 

40,800
円 

46,000
円 

52,600
円 

60,600
円 

71,000
円 

81,900
円 

87,300
円 

浴槽Ⅱ 31,400
円 

36,200
円 

41,400
円 

46,700
円 

53,400
円 

61,600
円 

72,100
円 

83,100
円 

87,300
円 

北
砂
二
丁
目
ア
パ
ー
ト 

浴槽な
し 

26,100
円 

30,100
円 

34,500
円 

38,900
円 

44,400
円 

51,300
円 

55,800
円 

55,800
円 

55,800
円 

浴槽Ⅰ 27,100
円 

31,200
円 

35,700
円 

40,300
円 

46,100
円 

53,200
円 

55,800
円 

55,800
円 

55,800
円 

浴槽Ⅱ 27,500
円 

31,700
円 

36,300
円 

40,900
円 

46,800
円 

54,000
円 

55,800
円 

55,800
円 

55,800
円 

大
島 
五
丁 

浴槽な
し 

29,300
円 

33,800
円 

38,700
円 

43,700
円 

49,900
円 

57,600
円 

67,400
円 

77,700
円 

83,500
円 

浴槽Ⅰ 30,400 35,100 40,100 45,300 51,700 59,700 69,900 80,600 83,500 
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目
住
宅 

 円 円 円 円 円 円 円 円 円 

浴槽Ⅱ 30,900
円 

35,600
円 

40,800
円 

46,000
円 

52,500
円 

60,600
円 

70,900
円 

81,800
円 

83,500
円 

東
砂
八
丁
目
住
宅 

浴槽な
し 

25,900
円 

29,900
円 

34,200
円 

38,600
円 

44,100
円 

50,900
円 

59,600
円 

68,100
円 

68,100
円 

浴槽Ⅰ 26,900
円 

31,000
円 

35,500
円 

40,000
円 

45,800
円 

52,800
円 

61,800
円 

68,100
円 

68,100
円 

浴槽Ⅱ 27,300
円 

31,500
円 

36,000
円 

40,700
円 

46,500
円 

53,600
円 

62,700
円 

68,100
円 

68,100
円 

森
下
二
丁
目
住
宅 
 

Ａ
タ
イ
プ 

浴 槽
Ⅰ 

27,000
円 

31,100
円 

35,600
円 

40,100
円 

45,900
円 

52,900
円 

62,000
円 

71,500
円 

78,000
円 

浴 槽
Ⅱ 

27,400
円 

31,600
円 

36,100
円 

40,800
円 

46,600
円 

53,700
円 

62,900
円 

72,600
円 

78,000
円 

Ｂ
タ
イ
プ 

浴 槽
Ⅰ 

32,300
円 

37,200
円 

42,600
円 

48,000
円 

54,900
円 

63,300
円 

74,100
円 

85,500
円 

93,500
円 

浴 槽
Ⅱ 

32,700
円 

37,800
円 

43,200
円 

48,800
円 

55,700
円 

64,300
円 

75,300
円 

86,800
円 

93,500
円 

Ｃ
タ
イ
プ 

浴 槽
Ⅰ 

27,800
円 

32,100
円 

36,700
円 

41,400
円 

47,300
円 

54,600
円 

64,000
円 

73,800
円 

84,400
円 

浴 槽
Ⅱ 

28,200
円 

32,600
円 

37,300
円 

42,100
円 

48,100
円 

55,500
円 

64,900
円 

74,900
円 

84,400
円 

塩
浜
一
丁
目
住
宅 

１
２
号
棟 

浴 槽
Ⅰ 

27,900
円 

32,200
円 

36,800
円 

41,600
円 

47,500
円 

54,800
円 

64,100
円 

74,000
円 

87,400
円 

浴 槽
Ⅱ 

28,300
円 

32,700
円 

37,400
円 

42,200
円 

48,200
円 

55,600
円 

65,100
円 

75,100
円 

87,400
円 

１
４
号
棟 

Ａ
タ
イ
プ 

浴
槽
Ⅰ 

35,800
円 

41,300
円 

47,200
円 

53,300
円 

60,900
円 

70,200
円 

82,200
円 

94,800
円 

111,900
円 

浴
槽
Ⅱ 

36,300
円 

41,900
円 

47,900
円 

54,100
円 

61,800
円 

71,300
円 

83,500
円 

96,200
円 

111,900
円 

Ｂ
タ
イ
プ 

浴
槽
Ⅱ 

44,200
円 

51,000
円 

58,300
円 

65,800
円 

75,200
円 

86,700
円 

101,500
円 

117,100
円 

136,100
円 

北
砂
七
丁
目
住
宅 

１
号
棟 

浴 槽
Ⅱ 

35,600
円 

41,100
円 

47,100
円 

53,100
円 

60,700
円 

70,000
円 

81,900
円 

94,500
円 

99,900
円 

２
号
棟 

浴 槽
Ⅱ 

32,400
円 

37,400
円 

42,700
円 

48,200
円 

55,100
円 

63,600
円 

74,400
円 

85,800
円 

90,700
円 
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 ３
号 
棟 

浴 槽
Ⅱ 

30,600
円 

35,300
円 

40,400
円 

45,500
円 

52,000
円 

60,100
円 

70,300
円 

81,100
円 

87,200
円 

４
号
棟 

浴 槽
Ⅱ 

35,600
円 

41,100
円 

47,100
円 

53,100
円 

60,700
円 

70,000
円 

81,900
円 

94,500
円 

99,900
円 

東
陽
一
丁
目
住
宅 

浴槽Ⅱ 37,000
円 

42,800
円 

48,900
円 

55,200
円 

63,000
円 

72,700
円 

85,100
円 

98,200
円 

120,400
円 

東
陽
一
丁 
目
第
二
住
宅 

浴槽Ⅰ 36,000
円 

41,500
円 

47,500
円 

53,600
円 

61,200
円 

70,600
円 

82,700
円 

95,400
円 

107,100
円 

浴槽Ⅱ 36,500
円 

42,200
円 

48,200
円 

54,400
円 

62,100
円 

71,700
円 

83,900
円 

96,800
円 

107,100
円 

備考 この表において浴槽Ⅰとは、８００型の形式の浴槽をいい、浴槽Ⅱとは、８００型以外の形式の

浴槽をいう。 

 別記第１号様式を次のように改める。 
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別記第１号様式（第３条関係） 

 
別記第１３号様式を次のように改める。 
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別記第１３号様式（第１５条関係） 

 
 別記第３０号様式を次のように改める。 
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別記第３０号様式（第２６条関係） 

 
 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前

の江東区営住宅条例施行規則の別記様式による

用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加

え、なお使用することができる。 

                    

江東区高齢者住宅条例施行規則の一部を改正す

る規則を公布する。 

令和３年３月１２日 
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江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第１０号 

   江東区高齢者住宅条例施行規則の一部を改

正する規則 

 江東区高齢者住宅条例施行規則（平成１０年２

月江東区規則第２号）の一部を次のように改正す

る。 

別表第１ピアすみよしの項中「０．９９３６」

を「０．９８９３」に改め、同表ピアこうとうの

項中「０．９６８１」を「０．９６３９」に改め、

同表ピアおおじまの項中「０．９４７２」を「０．

９４３２」に改める。 

別表第２を次のように改める。 
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別表第２（第１３条関係） 

収入区分等 
 
 
 
 
 
名称及び種別 

104,00
0 円以
下の場
合 

104,00
0 円を
超 え
123,00
0 円以
下の場
合 

123,00
0 円を
超 え
139,00
0 円以
下の場
合 

139,00
0 円を
超 え
158,00
0 円以
下の場
合 

158,00
0 円を
超 え
186,00
0 円以
下の場
合 

186,00
0 円を
超 え
214,00
0 円以
下の場
合 

214,00
0 円を
超 え
259,00
0 円以
下の場
合 

259,00
0 円を
超える
場合 

近傍同
種の住
宅の家
賃 

ピ
ア
す
み
よ
し 

Ａタ
イプ 

浴
槽
Ⅱ 

18,700
円 

21,600
円 

24,700
円 

27,800
円 

31,800
円 

36,700
円 

43,000
円 

49,600
円 

70,600
円 

Ｂタ
イプ 

19,100
円 

22,100
円 

25,300
円 

28,500
円 

32,600
円 

37,600
円 

44,000
円 

50,800
円 

72,200
円 

ピ
ア
こ
う
と
う 

Ａタ
イプ 

浴
槽
Ⅱ 

17,600
円 

20,400
円 

23,300
円 

26,300
円 

30,000
円 

34,700
円 

40,600
円 

46,800
円 

58,000
円 

Ｂタ
イプ 

17,300
円 

19,900
円 

22,800
円 

25,700
円 

29,400
円 

34,000
円 

39,700
円 

45,800
円 

56,800
円 

Ｃタ
イプ 

16,700
円 

19,300
円 

22,100
円 

24,900
円 

28,500
円 

32,900
円 

38,500
円 

44,400
円 

54,900
円 

Ｄタ
イプ 

16,700
円 

19,300
円 

22,100
円 

24,900
円 

28,500
円 

32,900
円 

38,500
円 

44,400
円 

54,900
円 

Ｅタ
イプ 

30,400
円 

35,100
円 

40,100
円 

45,300
円 

51,700
円 

59,700
円 

69,800
円 

80,600
円 

100,500
円 

Ｆタ
イプ 

28,500
円 

32,900
円 

37,600
円 

42,400
円 

48,500
円 

55,900
円 

65,500
円 

75,500
円 

93,500
円 

ピ
ア
お
お
じ
ま 
 

Ａタ
イプ 

浴
槽
Ⅱ 

23,800
円 

27,500
円 

31,500
円 

35,500
円 

40,600
円 

46,800
円 

54,800
円 

63,200
円 

85,600
円 

Ｂタ
イプ 

30,500
円 

35,200
円 

40,300
円 

45,400
円 

51,900
円 

59,900
円 

70,100
円 

80,800
円 

109,300
円 

Ｃタ
イプ 

32,200
円 

37,200
円 

42,500
円 

48,000
円 

54,800
円 

63,200
円 

74,000
円 

85,400
円 

118,400
円 

Ｄタ
イプ 

32,200
円 

37,200
円 

42,500
円 

48,000
円 

54,800
円 

63,200
円 

74,000
円 

85,400
円 

119,000
円 

備考 この表において浴槽Ⅱとは、８００型以外の形式の浴槽をいう。 

別記第１号様式を次のように改める。 
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別記第１号様式（第３条関係） 

 

別記第１３号様式を次のように改める。 
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別記第１３号様式（第１５条関係） 

 別記第３２号様式を次のように改める。 
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別記第３２号様式（第２６条関係） 
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附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前

の江東区高齢者住宅条例施行規則の別記様式に

よる用紙で、現に残存するものは、所要の修正

を加え、なお使用することができる。 

                    

江東区開発登録簿閲覧所閲覧規則の一部を改正

する規則を公布する。 

  令和３年３月１２日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第１１号 

江東区開発登録簿閲覧所閲覧規則の一部を

改正する規則 

 江東区開発登録簿閲覧所閲覧規則（昭和５０年

３月江東区規則第２０号）の一部を次のように改

正する。 

第２条中第３項を第４項とし、同条第２項中「前

項」を「前２項」に改め、同項を同条第３項とし、

同条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 前項の規定にかかわらず、登録簿を建築情報

窓口システム（区の電子計算組織を利用して窓

口で建築行政等に係る情報の閲覧等を行うシス

テムをいう。以下同じ。）により閲覧する場合の

閲覧時間は、午前９時から午後４時３０分まで

とする。 

第３条に次の１項を加える。 

２ 前項の規定にかかわらず、登録簿を建築情報

窓口システムにより閲覧しようとする者は、次

に掲げる事項を建築情報窓口システムに入力し

なければならない。 

(1) 閲覧年月日 

(2) 閲覧しようとする者の住所、氏名及び電話

番号 

(3) 閲覧の目的 

(4) 前３号に掲げるもののほか、区長が必要と

認める事項 

第６条に次の１項を加える。 

２ 前項の規定にかかわらず、登録簿の写しの交

付を建築情報窓口システムにより受けようとす

る者は、次に掲げる事項を建築情報窓口システ

ムに入力しなければならない。 

(1) 申請年月日 

(2) 交付を受けようとする者の住所、氏名及び

電話番号 

(3) 交付の目的 

(4) 前３号に掲げるもののほか、区長が必要と

認める事項 

   附 則 

 この規則は、令和３年６月１日から施行する。 

                   

江東区営運動場条例施行規則の一部を改正する

規則を公布する。 

  令和３年３月１９日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第１２号 

江東区営運動場条例施行規則の一部を改正

する規則 

江東区営運動場条例施行規則（平成２１年３月

江東区規則第３４号）の一部を次のように改正す

る。 

第６条を次のように改める。 

（駐車場利用料金の納付） 

第６条 駐車場を利用する者は、条例第９条第２

項に規定する駐車場利用料金を自動車を出庫さ

せる際に支払わなければならない。 

第１１条を第１４条とし、第１０条を第１２条

とし、同条の次に次の１条を加える。 

（駐車場の免責） 

第１３条 指定管理者は、次の各号のいずれかに

該当する場合についての責任は負わないものと

する。 

(1) 天災等不可抗力による事故についての損害 

(2) 利用者がその責に帰すべき理由によって引

き起こした衝突、接触その他の事故について

の損害 

(3) 自動車内の物品等についての損害 

(4) 前３号に掲げるもののほか、指定管理者の

責に帰さない理由によって生じた損害 

第９条を第１１条とし、第８条を第１０条とし、

第７条を第９条とし、第６条の次に次の２条を加

える。 

（利用時間を超えた駐車場の自動車の措置） 

第７条 条例第３条第１項に規定する利用時間を

越えて駐車しているときは、指定管理者は、利

用者又は当該自動車の所有者（以下「所有者」

という。）に当該自動車の引取りを請求すること

ができる。 

２ 前項の引取りを請求してもなお引取りがなく、

かつ、当該自動車の駐車が他の自動車の駐車を

著しく阻害するおそれがある場合、指定管理者

は、駐車場の管理上必要な限度において、当該

自動車を移動し、保管することができる。この

場合において、あらかじめ移動場所その他必要
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な事項を利用者若しくは所有者に通知し、又は

駐車場内に掲示する。 

（利用料金の減免） 

第８条 条例第９条第３項の規定により減額又は

免除することができる団体貸切利用の利用料金

の額は、次の各号に掲げる場合に応じ、当該各

号に定める額とする。 

(1) 区が利用する場合 免除 

(2) 指定管理者が利用する場合 免除 

(3) 障害者団体が利用する場合 ５割減額 

(4) 区内の小学校、中学校、義務教育学校及び

高等学校の児童又は生徒が教師の指導のもと

に利用する場合 ５割減額 

(5) 区又は江東区教育委員会が共催して利用す

る場合 ５割減額 

(6) 区長が認める区内アマチュアスポーツ団体

及び社会教育団体が大会に利用する場合 ３

割減額 

２ 指定管理者は、障害者が個人利用をする場合

は、利用料金を５割減額することができる。 

３ 駐車場の利用料金を免除することができる場

合は、次のとおりとする。 

(1) 障害者が乗車している自動車を駐車させる

場合 

(2) 区若しくは区の行政委員会又は指定管理者

が業務上必要な車両を駐車させる場合 

４ 前３項に定めるもののほか、指定管理者が特

に必要と認めたときは、区長の承認を得て利用

料金を減額し、又は免除することができる。 

５ 第１項又は前項の規定により、利用料金の減

額又は免除を受けようとする者は、利用料金減

額免除申請書（別記第７号様式）を利用申請の

際に指定管理者に提出し、その承認を受けなけ

ればならない。 

６ 第２項又は第３項の規定により利用料金の減

額又は免除を受けようとする者は、当該各項に

該当することを明らかにできるものを提示する

ことにより、減額又は免除の承認を受けなけれ

ばならない。 

別記第７号様式中「第６条」を「第８条」に改

める。 

別記第８号様式中「第７条」を「第９条」に改

める。 

附 則 

この規則は、令和３年７月１日から施行する。 

                    

江東区保健所長委任規則の一部を改正する規則

を公布する。 

  令和３年３月１９日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第１３号 

江東区保健所長委任規則の一部を改正する

規則 

江東区保健所長委任規則（昭和５０年３月江東

区規則第５６号）の一部を次のように改正する。 

第１条第２７号ア(ｲ)中「、喫茶店営業、乳類販

売業、行商、食料品等販売業（卸売市場法第１５

条第１項及び第５８条第１項の規定による卸売業

務の許可を受けている者並びに同法第３３条第１

項の規定による仲卸売業務の許可を受けている者

を除く。第２８号において同じ。）及びアイスクリ

ーム類販売業（以下この号及び第２９号において

「卸売市場内飲食店営業等」という。）」を削り、

同号ウ中「第５２条第１項」を「第５５条第１項」

に改め、同号エ中「第５４条第１項」を「第５９

条第１項」に改め、同号エ(ｲ)中「飲食店営業等」

を「における飲食店営業」に改め、同号オ中「第

６２条第１項」を「第６８条第１項」に、「第５４

条」を「第５９条」に改め、同号カ中「第６２条

第３項」を「第６８条第３項」に、「第５４条」を

「第５９条」に改め、同条中第２７号の２を削り、

第２７号の３を第２７号の２とする。 

第１条中第２８号を削り、第２８号の２を第２

８号とする。 

第１条第５０号イ中「第７条第３項ただし書」

を「第７条第４項ただし書」に改め、同号オ中「第

１３条第１項から第３項まで及び第５項」を「第

１３条第１項、第２項、第４項及び第７項」に改

め、同号カ中「第９項」を「第１５項」に改め、

同号キ中「第１４条第１０項」を「第１４条第１

６項」に改め、同号シ中「第２８条第３項ただし

書」を「第２８条第４項ただし書」に改め、同号

セ中「第４項」を「第６項」に改め、同号テ中「及

び第４項」を「、第４項及び第６項」に改め、同

号ニ中「第１条の４」を「第２条の２」に改め、

同号ヌ中「第１条の５」を「第２条の３」に改め、

同号ネ中「第１条の６第１項」を「第２条の４第

１項」に改め、同号ノ中「第１条の６第３項」を

「第２条の４第３項」に、「第１条の７」を「第２

条の５」に改め、同号ハ中「第２条」を「第２条

の１３」に改める。 

第１条第５０号の６の次に次の１号を加える。 

(50)の７ 農林水産物及び食品の輸出の促進に関

する法律（令和元年法律第５７号。以下この

号において「法」という。）に基づく次に掲げ

る事務に関すること。 
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ア 法第１５条第２項の規定に基づく輸出証明

書（農林水産物及び食品の輸出の促進に関す

る法律施行規則（令和２年財務省・厚生労働

省・農林水産省令第１号）第４条第１号の衛

生証明書に係るものに限る。）の発行 

イ 法第１７条第２項の規定による適合施設の

認定 

ウ 法第３８条第２項の規定による輸出証明書

の発行を受けた者等に対する報告の徴収等 

 第２条中「、第２８号同号ソ、同号タ、同号ヘ、

同号モ」を削る。 

附 則 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。

ただし、第１条第２７号の改正規定、同条中第２

７号の２を削り、第２７号の３を第２７号の２と

する改正規定、同条中第２８号を削り、第２８号

の２を第２８号とする改正規定及び第２条の改正

規定は同年６月１日から、第１条第５０号の改正

規定は同年８月１日から施行する 

                    

生活保護法施行細則の一部を改正する規則を公

布する。 

  令和３年３月１９日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第１４号 

生活保護法施行細則の一部を改正する規則 

生活保護法施行細則（昭和４０年３月江東区規

則第３号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２項第３号中「保護申請書受理簿」を

「保護申請受理簿」に改める。 

 第５条第１項中「及び同条第９項、第２５条第

２項並びに第２６条に規定する保護の開始及び変

更並びに停止及び廃止の決定に係る通知は保護決

定通知書（別記第１９号様式）」を「に規定する保

護の開始に係る通知は生活保護決定通知書（別記

第１９号様式）により、同条第９項及び第２５条

第２項に規定する保護の変更に係る通知は生活保

護変更通知書（別記第１９号の２様式）により、

法第２６条に規定する保護の停止又は廃止に係る

通知は生活保護停止通知書（別記第１９号の３様

式）又は生活保護廃止通知書（別記第１９号の４

様式）により」に改める。 

 第７条第２項中「保護決定通知書」を「生活保

護変更通知書又は生活保護停止通知書若しくは生

活保護廃止通知書」に改める。 

 第８条中「保護決定通知書」を「生活保護決定

通知書又は生活保護変更通知書」に改める。 

別記第１号様式を次のように改める。 
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別記第１号様式（第２条関係） 
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別記第３号様式を次のように改める。 
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別記第３号様式（第２条関係） 

別記第８号様式及び別記第９号様式を次のよう

に改める。 
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別記第８号様式（第２条関係） 
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別記第９号様式（第２条関係） 

別記第１１号様式から別記第１６号様式まで、

及び別記第１８号様式中「印」を削る。 

別記第１９号様式を次のように改める。 
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別記第１９号様式（第５条関係） 
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別記第１９号様式の次に次の３様式を加える。
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別記第１９号の２様式（第５条関係） 
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別記第１９号の３様式（第５条関係） 
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別記第１９号の４様式（第５条関係） 

 

 

 

 



令和 3年 4月 30 日（金曜日）      江 東 区 公 報            （号外第 210 号） 

 

31 

 

 

別記第２０号様式を次のように改める。
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別記第２０号様式（第５条関係） 

別記第２２号様式から別記第２４号様式までを

次のように改める。 
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別記第２２号様式（第６条関係） 
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別記第２３号様式（第６条関係） 
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別記第２４号様式（第６条関係） 
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 別記第２６号様式を次のように改める。 
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別記第２６号様式（第６条関係） 

 別記第２９号様式、別記第３１号様式、別記第

３３号様式及び別記第３４号様式中「印」を削る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前

の生活保護法施行細則の別記様式による用紙で、

現に残存するものは、所要の修正を加え、なお

使用することができる。 

                    

江東区自転車の放置防止及び自転車駐車場の整
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備に関する条例施行規則の一部を改正する規則を

公布する。 

  令和３年３月１９日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第１５号 

江東区自転車の放置防止及び自転車駐車場

の整備に関する条例施行規則の一部を改正

する規則 

江東区自転車の放置防止及び自転車駐車場の整

備に関する条例施行規則（昭和６０年１１月江東

区規則第４７号）の一部を次のように改正する。 

第７条第１項中「保管自転車返還請求書兼受領

書」を「保管自転車・原動機付自転車・自動二輪

車返還請求書兼受領書」に改める。 

第８条第１項中「保管自転車引取通知書」を「保

管自転車・原動機付自転車・自動二輪車引取通知

書」に改める。 

第１２条の見出し中「の開場時間」を「を利用

することができる自転車及び自動二輪車の種別

等」に改め、同条中「という。）の」を「という。）

を利用することができる自転車及び自動二輪車の

種別並びに条例第１８条に規定する」に改める。 

 第１３条第２号中「第１５条に規定する身体障

害者手帳の交付を受けている者若しくは東京都知

事の定めるところによる愛の手帳の交付を受けて

いる者又はこれに準じる者」を「第１５条第４項

の規定により交付された身体障害者手帳を所持す

る者」に改め、同条第３号を次のように改める。 

 (3) 療育手帳制度要綱（昭和４８年９月２７日

厚生省発児第１５６号厚生事務次官通知）の

規定により交付された療育手帳を所持する者

又は東京都愛の手帳交付要綱（昭和４２年３

月２０日４２民児精発第５８号副知事決定）

第５条の規定により交付された愛の手帳を所

持する者 

 第１３条第３号の次に次の２号を加える。 

(4) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

（昭和２５年法律第１２３号）第４５条第２

項の規定により交付された精神障害者保健福

祉手帳を所持する者 

(5) 前各号に掲げる者のほか、区長が特に必要

と認める者 

 第１５条第１項中「第１８条」を「第２０条」

に、「区立自転車駐車場利用申請書兼利用料減額・

免除申請書」を「区立自転車駐車場利用申請書兼

利用料金減額・免除申請書」に、「のうえ区長」を

「して指定管理者」に改め、同条第３項中「第１

３条第２号」を「第１３条第２号から第４号まで」

に改める。 

 第１６条及び第１７条を削る。 

 第１８条を第１６条とし、同条の次に次の１条

を加える。 

（利用料金の納付方法） 

第１７条 利用料金の納付方法は、次によるもの

とする。 

(1) 定期利用 利用開始前に指定管理者に利用  

料金を納付する。 

(2) １日利用又は時間利用 利用の都度、指定

管理者に利用料金を納付する。この場合にお

いて、利用開始の日の閉場時間を超えて利用

した者は、利用開始日の翌日から利用終了日

までの日数に相当する１日利用又は時間利用

の利用料金を別途納付しなければならない。 

 第１９条を削る。 

 第２０条の見出しを「（利用料金の減免）」に改

め、同条第１項各号列記以外の部分中「第１９条

第３項」を「第２８条」に、「利用料」を「利用料

金」に改め、同項第３号中「第１３条第１項第２

号に規定する心身に障害を有する場合」を「第１

３条第２号から第４号までに規定する者に該当す

る場合」に改め、同条第２項中「利用料の」を「利

用料金の」に、「区立自転車駐車場利用申請書兼利

用料減額・免除申請書」を「区立自転車駐車場利

用申請書兼利用料金減額・免除申請書」に、「区長」

を「指定管理者」に改め、同条第３項中「区長」

を「指定管理者」に改め、同条を第１８条とする。 

第２１条の見出し中「利用料」を「利用料金」

に改め、同条第１項各号列記以外の部分中「第１

９条第４項」を「第２８条の２」に、「利用料」を

「利用料金」に改め、同条第２項中「定期利用料

の」を「定期利用料金の」に、「区立自転車定期利

用料還付申請書」を「区立自転車定期利用料金還

付申請書」に、「区長」を「指定管理者」に改め、

同条を第１９条とする。 

 第２２条の見出し中「承認の取消」を「取消し

等の」に改め、同条中「区長」を「指定管理者」

に、「条例第２２条」を「条例第２８条の３」に改

め、「区立自転車駐車場利用取消通知書（別記第９

号様式）により」を削り、同条を第２０条とし、

同条の次に次の２条を加える。 

（定期利用ステッカー） 

第２１条 指定管理者は、定期利用を承認した者

に、定期利用ステッカーを交付する。 

（定期利用ステッカーの貼付け） 

第２２条 利用者は、利用する自転車又は自動二

輪車の後輪泥除け部分（泥除け部分のない自転
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車又は自動二輪車にあっては、車体の見やすい

位置）に、定期利用ステッカーを貼り付けなけ

ればならない。 

 第２３条第１項中「区長」を「指定管理者」に

改め、同条第２項中「自転車」の次に「又は自動

二輪車」を加える。 

 第２４条及び第２５条中「区長」を「指定管理

者」に改める。 

 第２６条の見出し中「不適正利用自転車」の次

に「及び自動二輪車」を加え、同条第１項中「に

よる移送の」を「の規定により不適正利用自転車

を移送する」に改め、「第４条」の次に「及び第６

条から第１１条まで」を加え、同条第２項を次の

ように改める。 

２ 条例第２３条第１項の規定により不適正利用

自動二輪車を移送する場合においては、第６条

から第８条まで、第９条第１項及び第３項並び

に第１１条の規定を準用する。この場合におい

て、第６条から第８条までの規定中「自転車」

とあるのは「自転車又は自動二輪車」と、第９

条第３項中「前項の場合において、当該自転車

について、買受人がないとき又は売却すること

ができないと認められるときは、廃棄等の処分

をするものとする」とあるのは「当該自動二輪

車について、廃棄等の処分をすることができる

ものとする」と、第１１条中「自転車」とある

のは「自転車又は自動二輪車」と読み替えるも

のとする。 

 第２７条を次のように改める。 

第２７条 削除 

 第２８条の見出しを「（電子情報処理組織による

申請）」に改め、同条第１項を削り、同条第２項中

「前項の場合における」を削り、「第２０条第２項

及び第２１条第２項」を「第１８条第２項及び第

１９条第２項」に改め、同項を同条第１項とし、

同条第３項を同条第２項とし、同条第４項中「第

２項」を「第１項」に改め、同項を同条第３項と

する。 

 第２９条中「第２７条」を「第１９条」に改め

る。 

 別表を次のように改める。 

別表（第１２条関係） 

名称 開場時間 

利用できる自転

車及び自動二輪

車の種別 

江東区立清澄白河駅

地下自転車駐車場 

午前４時４５

分から午前１

時１５分まで 

自転車（原動機

付 自転車を除

く。以下この表

において同じ。）

原動機付自転車 

江東区立森下駅自転

車駐車場 

午前零時から

午後１２時ま

で 

自転車 

原動機付自転車 

江東区立森下駅第二

自転車駐車場 

午前零時から

午後１２時ま

で 

自転車 

原動機付自転車 

江東区立森下駅地下

自転車駐車場 

午前４時４５

分から午前１

時１５分まで 

自転車 

江東区立門前仲町黒

船橋自転車駐車場 

午前零時から

午後１２時ま

で 

自転車 

原動機付自転車 

江東区立門前仲町駅

自転車駐車場 

午前零時から

午後１２時ま

で 

自転車 

原動機付自転車 

江東区立門前仲町駅

第二自転車駐車場 

午前零時から

午後１２時ま

で 

自転車 

江東区立越中島駅自

転車駐車場 

午前零時から

午後１２時ま

で 

自転車 

江東区立豊洲駅地下

自転車駐車場 

午前４時４５

分から午前１

時１５分まで 

自転車 

江東区立豊洲三丁目

自転車駐車場 

午前零時から

午後１２時ま

で 

自転車 

原動機付自転車 

江東区立東雲駅自転

車駐車場 

午前零時から

午後１２時ま

で 

自転車 

江東区立東雲駅第二

自転車駐車場 

午前零時から

午後１２時ま

で 

自転車 

原動機付自転車 

江東区立国際展示場

駅自転車駐車場 

午前零時から

午後１２時ま

で 

自転車 

江東区立有明駅自転

車駐車場 

午前零時から

午後１２時ま

で 

自転車 

江東区立辰巳駅西口

自転車駐車場 

午前零時から

午後１２時ま

で 

自転車 

江東区立辰巳駅東口

自転車駐車場 

午前零時から

午後１２時ま

で 

自転車 

江東区立潮見駅自転

車駐車場 

午前零時から

午後１２時ま

で 

自転車 

原動機付自転車 

江東区立潮見駅南自

転車駐車場 

午前零時から

午後１２時ま

で 

自転車 

江東区立東京テレポ午前零時から自転車 
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ート駅自転車駐車場 

 

午後１２時ま

で 

原動機付自転車 

 

江東区立住吉駅地下

自転車駐車場 

午前４時４５

分から午前１

時１５分まで 

自転車 

江東区立住吉駅自転

車駐車場 

午前零時から

午後１２時ま

で 

自転車 

原動機付自転車 

江東区立木場平木橋

自転車駐車場 

午前零時から

午後１２時ま

で 

自転車 

江東区立木場舟木橋

自転車駐車場 

午前零時から

午後１２時ま

で 

自転車 

江東区立木場自転車

駐車場 

午前零時から

午後１２時ま

で 

自転車 

江東区立木場第二自

転車駐車場 

午前零時から

午後１２時ま

で 

自転車 

江東区立木場沢海橋

自転車駐車場 

午前零時から

午後１２時ま

で 

自転車 

江東区立東陽町駅自

転車駐車場 

午前零時から

午後１２時ま

で 

自転車 

江東区立東陽町駅第

二自転車駐車場 

午前零時から

午後１２時ま

で 

自転車 

原動機付自転車 

江東区立東陽町駅第

三自転車駐車場 

午前零時から

午後１２時ま

で 

自転車 

原動機付自転車 

江東区立東陽町駅第

四自転車駐車場 

午前零時から

午後１２時ま

で 

自転車 

江東区立亀戸駅北口

第一自転車駐車場 

午前零時から

午後１２時ま

で 

自転車 

江東区立亀戸駅北口

第二自転車駐車場 

午前零時から

午後１２時ま

で 

自転車 

江東区立亀戸駅北口

第三自転車駐車場 

午前零時から

午後１２時ま

で 

自転車 

原動機付自転車 

自動二輪車（総

排気量が１２５

ｃｃ以下のもの

に限る。） 

江東区立亀戸駅東口

自転車駐車場 

午前零時から

午後１２時ま

で 

自転車 

江東区立亀戸駅東口

第二自転車駐車場 

午前零時から

午後１２時ま

で 

自転車 

江東区立西大島駅自

転車駐車場 

午前零時から

午後１２時ま

で 

自転車 

江東区立西大島駅第

二自転車駐車場 

午前零時から

午後１２時ま

で 

自転車 

江東区立大島駅地下

自転車駐車場 

午前４時４５

分から午前１

時１５分まで 

自転車 

江東区立大島駅自転

車駐車場 

午前零時から

午後１２時ま

で 

自転車 

原動機付自転車 

江東区立東大島駅前

自転車駐車場 

午前零時から

午後１２時ま

で 

自転車 

江東区立東大島駅自

転車駐車場 

午前零時から

午後１２時ま

で 

自転車 

江東区立東大島駅東

自転車駐車場 

午前零時から

午後１２時ま

で 

自転車 

原動機付自転車 

江東区立南砂町駅西

口自転車駐車場 

午前零時から

午後１２時ま

で 

自転車 

原動機付自転車 

自動二輪車（総

排気量が１２５

ｃｃ以下のもの

に限る。） 

江東区立南砂町駅地

下自転車駐車場 

午前４時４５

分から午前１

時１５分まで 

自転車 

江東区立南砂町駅自

転車駐車場 

午前零時から

午後１２時ま

で 

自転車 

江東区立南砂三丁目

公園内自転車駐車場 

午前零時から

午後１２時ま

で 

自転車 

江東区立南砂三丁目

公園内第二自転車駐

車場 

午前零時から

午後１２時ま

で 

自転車 

江東区立南砂三丁目

公園内第三自転車駐

車場 

午前零時から

午後１２時ま

で 

自転車 

江東区立新砂あゆみ

公園内自転車駐車場 

午前零時から

午後１２時ま

で 

自転車 

原動機付自転車 

江東区立新木場駅南

自転車駐車場 

午前零時から

午後１２時ま

で 

自転車 

原動機付自転車 

自動二輪車（総

排気量が１２５

ｃｃ以下のもの

に限る。） 

 別記第２号様式及び別記第３号様式を次のよう

に改める。
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別記第２号様式（第７条関係） 



（号外第 210 号）            江 東 区 公 報     令和 3 年 4月 30 日（金曜日） 

 

42 

 

 

別記第３号様式（第８条関係） 

 別記第４号様式中「○印」を削る。 

別記第５号様式及び別記第６号様式を次のよう

に改める。 
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別記第５号様式（第１５条、第１８条関係） 
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別記第６号様式（第１９条関係） 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前

の江東区自転車の放置防止及び自転車駐車場の

整備に関する条例施行規則の別記様式による用

紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、

なお使用することができる。 

                   

江東区公印規則の一部を改正する規則を公布す

る。 

  令和３年３月１９日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第１６号 

江東区公印規則の一部を改正する規則 

江東区公印規則（昭和４０年３月江東区規則第

２３号）の一部を次のように改正する。 



令和 3年 4月 30 日（金曜日）      江 東 区 公 報            （号外第 210 号） 

 

45 

 

 

別表第１中 

「 専

用

区

印 

３ 同 方

１

０

ミ

リ

メ

ー

ト

ル 

障害福祉サ

ービス受給

者証、地域生

活支援事業

受給者証（電

子計算組織

による印影

の出力用） 

同 

」 

を 

「 専

用

区

印 

３ 同 方

１

０

ミ

リ

メ

ー

ト

ル 

障害福祉サ

ービス受給

者証、地域生

活支援事業

受給者証、通

所受給者証

（電子計算

組織による

印影の出力

用） 

同 

」 

に、 

「 

 

５ 同 方

６

ミ

リ

メ

ー

ト

ル 

検印（国民健

康保険被保

険者証、国民

健康保険高

齢受給者証、

国民健康保

険標準負担

額減額認定

証、国民健康

保険限度額

適用・標準負

担額減額認

定証、障害福

祉サービス

受給者証、地

域生活支援

事業受給者

証） 

区 民 課

長 

障 害 者

支 援 課

長 

医 療 保

険課長 

出 張 所

長 

」

を 

「  ５ 

 

同 

 

方

６

ミ 

検印（国民健

康保険被保 

区 民 課

長 

 

    リ

メ

ー

ト

ル 

険者証、国民

健康保険高

齢受給者証、

国民健康保

険標準負担

額減額認定

証、国民健康

保険限度額

適用・標準負

担額減額認

定証、障害福 

祉サービス

受給者証、地

域生活支援

事業受給者

証、通所受給

者証） 

障 害 者

支 援 課

長 

医 療 保

険課長 

出 張 所

長 

」 

に、 

「  １

９ 

て

ん

書 

方

２

１

ミ

リ

メ

ー

ト

ル 

徴税事務 課 税 課

長 

」 

を 

「  １

９ 

て

ん

書 

方

２

１

ミ

リ

メ

ー

ト

ル 

徴税事務、自

動車臨時運

行許可 

課 税 課

長 

」 

に、 

「  ４

１ 

て

ん

書 

方

２

１

ミ

リ

メ

ー

ト

ル 

徴税事務 課 税 課

長 

」 

を 
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「  ４

１ 

て

ん

書 

方

２

１

ミ

リ

メ

ー

ト

ル 

徴税事務、自

動車臨時運

行許可 

課 税 課

長 

」 

に改める。 

   附 則 

 この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

                    

令和３年度における江東区職員及び江東区会計

年度任用職員の夏季休暇の特例に関する規則を公

布する。 

  令和３年３月１９日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第１７号 

令和３年度における江東区職員及び江東区

会計年度任用職員の夏季休暇の特例に関す

る規則 

 令和３年度における江東区職員の勤務時間、休

日、休暇等に関する条例施行規則（平成１０年３

月江東区規則第３２号）第２４条の２第１項の規

定の適用については、同項中「７月１日」とある

のは「５月１日」と、「９月３０日」とあるのは「１

１月３０日」とし、江東区会計年度任用職員の勤

務時間、休日、休暇等に関する規則（令和２年３

月江東区規則第３号）第２２条第１項の規定の適

用については、同項中「７月１日」とあるのは「５

月１日」と、「９月３０日」とあるのは「１１月３

０日」とする。 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

                    

江東区職員の特殊勤務手当に関する条例施行規

則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和３年３月１９日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第１８号 

江東区職員の特殊勤務手当に関する条例施

行規則の一部を改正する規則 

江東区職員の特殊勤務手当に関する条例施行規

則（昭和５０年３月江東区規則第２８号）の一部

を次のように改正する。 

附則第２項中「新型コロナウイルス感染症を指

定感染症として定める等の政令（令和２年政令第

１１号）第１条に規定する新型コロナウイルス感

染症をいう」を「病原体がベータコロナウイルス

属のコロナウイルス（令和２年１月に、中華人民

共和国から世界保健機関に対して、人に伝染する

能力を有することが新たに報告されたものに限

る。）であるものに限る」に改める。 
附 則 

 この規則は、公布の日から施行し、この規則に

よる改正後の江東区職員の特殊勤務手当に関する

条例施行規則の規定は、令和３年２月１３日から

適用する。 

                    

江東区江東きっずクラブ条例施行規則の一部を

改正する規則を公布する。 

  令和３年３月３０日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第１９号 

   江東区江東きっずクラブ条例施行規則の一

部を改正する規則 

 江東区江東きっずクラブ条例施行規則（平成２

２年４月江東区規則第９号）の一部を次のように

改正する。 

 第１０条第５項中第４号を第５号とし、同項第

３号中「前２号」を「前３号」に改め、同号を同

項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加え

る。 

(3) Ｂ登録を月の途中から承認された児童の場

合 承認された月と同月のスポット利用の利

用料を免除 

 第１０条第６項に次のただし書を加える。 

ただし、前項第３号に規定する場合を除く。 

 別表第１江東きっずクラブ東川の項中「７５名」

を「７２名」に改め、同表江東きっずクラブ豊西

の項中「９２名」を「１４４名」に改める。 

 別記第１号様式から別記第４号様式までを次の

ように改める。 



令和 3年 4月 30 日（金曜日）      江 東 区 公 報            （号外第 210 号） 

 

47 

 

 

別記第１号様式（第４条関係） 
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別記第２号様式（第４条関係） 
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別記第３号様式（第４条関係） 
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別記第４号様式（第４条関係） 
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 別記第８号様式を次のように改める。 
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別記第８号様式（第８条関係） 
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別記第１１号様式を次のように改める。 
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別記第１１号様式（第８条関係） 

別記第２２号様式を次のように改める。 
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別記第２２号様式（第１３条関係） 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前

の江東区江東きっずクラブ条例施行規則の別記

様式による用紙で、現に残存するものは、所要

の修正を加え、なお使用することができる。 

                    

江東区介護保険条例施行規則の一部を改正する

規則を公布する。 

  令和３年３月３０日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第２０号 

   江東区介護保険条例施行規則の一部を改正

する規則 

 江東区介護保険条例施行規則（平成１２年３月

江東区規則第２４号）の一部を次のように改正す
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る。 

 第１１条中「交付する」を「交付することがで

きる」に改める。 

 別記第１号様式中「印」を削る。 

 別記第４号様式及び別記第５号様式を次のよう

に改める。
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別記第４号様式（第９条関係） 
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別記第５号様式（第９条関係） 
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別記第２１号様式から別記第２２号の２様式ま

で及び別記第２６号様式中「印」を削る。 

別記第２７号様式中「○印 」及び「印」を削る。 

別記第２７号の３様式、別記第２９号の２様式

及び別記第５２号様式中「印」を削る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前

の江東区介護保険条例施行規則の別記様式によ

る用紙で、現に残存するものは、所要の修正を

加え、なお使用することができる。 

                    

江東区指定地域密着型サービスの事業の人員、

設備及び運営に関する基準を定める規則の一部を

改正する規則を公布する。 

  令和３年３月３０日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第２１号 

   江東区指定地域密着型サービスの事業の人

員、設備及び運営に関する基準を定める規

則の一部を改正する規則 

江東区指定地域密着型サービスの事業の人員、

設備及び運営に関する基準を定める規則（平成２

５年３月江東区規則第１９号）の一部を次のよう

に改正する。 

目次中 

「第９章 看護小規模多機能型居宅介護 

第１節 基本方針（第１９０条） 

第２節 人員に関する基準（第１９１条―第

１９３条） 

第３節 設備に関する基準（第１９４条・第

１９５条） 

第４節 運営に関する基準（第１９６条―第

２０２条）            」 

を 

「第９章 看護小規模多機能型居宅介護 

第１節 基本方針（第１９０条） 

第２節 人員に関する基準（第１９１条―第

１９３条） 

第３節 設備に関する基準（第１９４条・第

１９５条） 

第４節 運営に関する基準（第１９６条―第

２０２条） 

第１０章 雑則（第２０３条）       」 

に改める。 

第３条に次の２項を加える。 

３ 指定地域密着型サービス事業者は、利用者の

人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制

の整備を行うとともに、その従業者に対し、研

修を実施する等の措置を講じなければならない。 

４ 指定地域密着型サービス事業者は、指定地域

密着型サービスを提供するに当たっては、法第

１１８条の２第１項に規定する介護保険等関連

情報その他必要な情報を活用し、適切かつ有効

に行うよう努めなければならない。 

第６条第５項第１号中「をいう。」の次に「第４

７条第４項第１号及び」を加え、同項第２号中「を

いう。」の次に「第４７条第４項第２号において同

じ。」を加え、同項第３号中「をいう。」の次に「第

４７条第４項第３号において同じ。」を加え、同項

第４号中「をいう。」の次に「第４７条第４項第４

号において同じ。」を加え、同項第５号中「をいう。」

の次に「第４７条第４項第５号、」を加え、同項第

６号中「をいう。」の次に「第４７条第４項第６号、」

を加え、同項第７号中「をいう。」の次に「第４７

条第４項第７号、」を加え、同項第８号中「をいう。」

の次に「第４７条第４項第８号及び」を加える。 

第３１条中第８号を第９号とし、第７号の次に

次の１号を加える。 

(8) 虐待の防止のための措置に関する事項 

第３２条に次の１項を加える。 

５ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

者は、適切な指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護の提供を確保する観点から、職場におい

て行われる性的な言動又は優越的な関係を背景

とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲

を超えたものにより定期巡回・随時対応型訪問

介護看護従業者の就業環境が害されることを防

止するための方針の明確化等の必要な措置を講

じなければならない。 

第３２条の次に次の１条を加える。 

（業務継続計画の策定等） 

第３２条の２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業者は、感染症又は非常災害の発生時

において、利用者に対する指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護の提供を継続的に実施する

ための、及び非常時の体制で早期の業務再開を

図るための計画（以下「業務継続計画」という。）

を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置

を講じなければならない。 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

者は、定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業

者に対し、業務継続計画について周知するとと

もに、必要な研修及び訓練を定期的に実施しな
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ければならない。 

３ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、

必要に応じて業務継続計画の変更を行うものと

する。 

第３３条に次の１項を加える。 

３ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

者は、当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護事業所において感染症が発生し、又はまん

延しないように、次の各号に掲げる措置を講じ

なければならない。 

(1) 当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業所における感染症の予防及びまん延の

防止のための対策を検討する委員会（テレビ

電話装置その他の情報通信機器（以下「テレ

ビ電話装置等」という。）を活用して行うこと

ができるものとする。）をおおむね６月に１回

以上開催するとともに、その結果について、

定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者に

周知徹底を図ること。 

(2) 当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業所における感染症の予防及びまん延の

防止のための指針を整備すること。 

(3) 当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業所において、定期巡回・随時対応型訪

問介護看護従業者に対し、感染症の予防及び

まん延の防止のための研修及び訓練を定期的

に実施すること。 

第３４条に次の１項を加える。 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

者は、前項に規定する事項を記載した書面を当

該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に

自由に閲覧させることにより、同項の規定によ

る掲示に代えることができる。 

第３９条第１項中「協議会」の次に「（テレビ電

話装置等を活用して行うことができるものとする。

ただし、利用者又はその家族（以下この項、第５

９条の１７第１項及び第８８条において「利用者

等」という。）が参加する場合にあっては、テレビ

電話装置等の活用について当該利用者等の同意を

得なければならない。）」を加える。 

第４０条の次に次の１条を加える。 

（虐待の防止） 

第４０条の２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業者は、虐待の発生又はその再発を防

止するため、次の各号に掲げる措置を講じなけ

ればならない。 

(1) 当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業所における虐待の防止のための対策を

検討する委員会（テレビ電話装置等を活用し

て行うことができるものとする。）を定期的に

開催するとともに、その結果について、定期

巡回・随時対応型訪問介護看護従業者に周知

徹底を図ること。 

(2) 当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業所における虐待の防止のための指針を

整備すること。 

(3) 当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業所において、定期巡回・随時対応型訪

問介護看護従業者に対し、虐待の防止のため

の研修を定期的に実施すること。 

(4) 前３号に掲げる措置を適切に実施するため

の担当者を置くこと。 

第４７条第１項第１号中「専ら」及び「とする。

ただし、利用者の処遇に支障がない場合は、オペ

レーターは、当該夜間対応型訪問介護事業所の定

期巡回サービス、同一敷地内の指定訪問介護事業

所若しくは指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業所の職務又は利用者以外の者からの通報を

受け付ける業務に従事することができる。」を削り、

同項第２号中「とする。」を削り、同項第３号中「専

ら」及び「とする。ただし、利用者の処遇に支障

がない場合は、当該夜間対応型訪問介護事業所の

定期巡回サービス又は同一敷地内にある指定訪問

介護事業所若しくは指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護事業所の職務に従事することができ

る。」を削り、同条に次の５項を加える。 

３ オペレーターは専らその職務に従事する者で

なければならない。ただし、利用者の処遇に支

障がない場合は、当該夜間対応型訪問介護事業

所の定期巡回サービス、同一敷地内の指定訪問

介護事業所若しくは指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護事業所の職務又は利用者以外の者

からの通報を受け付ける業務に従事することが

できる。 

４ 指定夜間対応型訪問介護事業所の同一敷地内

に次に掲げるいずれかの施設等がある場合にお

いて、当該施設等の入所者等の処遇に支障がな

い場合は、前項本文の規定にかかわらず、当該

施設等の職員をオペレーターとして充てること

ができる。 

(1) 指定短期入所生活介護事業所 

(2) 指定短期入所療養介護事業所 

(3) 指定特定施設 

(4) 指定小規模多機能型居宅介護事業所 
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(5) 指定認知症対応型共同生活介護事業所 

(6) 指定地域密着型特定施設 

(7) 指定地域密着型介護老人福祉施設 

(8) 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所 

(9) 指定介護老人福祉施設 

(10) 介護老人保健施設 

(11) 指定介護療養型医療施設 

(12) 介護医療院 

５ 随時訪問サービスを行う訪問介護員等は、専

ら当該随時訪問サービスの提供に当たる者でな

ければならない。ただし、利用者の処遇に支障

がない場合は、当該夜間対応型訪問介護事業所

の定期巡回サービス又は同一敷地内にある指定

訪問介護事業所若しくは指定定期巡回・随時対

応型訪問介護看護事業所の職務に従事すること

ができる。 

６ 当該夜間対応型訪問介護事業所の利用者に対

するオペレーションセンターサービスの提供に

支障がない場合は、第３項本文及び前項本文の

規定にかかわらず、オペレーターは、随時訪問

サービスに従事することができる。 

７ 前項の規定によりオペレーターが随時訪問サ

ービスに従事している場合において、当該指定

夜間対応型訪問介護事業所の利用者に対する随

時訪問サービスの提供に支障がないときは、第

１項の規定にかかわらず、随時訪問サービスを

行う訪問介護員等を置かないことができる。 

第５５条中第８号を第９号とし、第７号の次に

次の１号を加える。 

(8) 虐待の防止のための措置に関する事項 

第５６条第２項ただし書中「随時訪問サービス

については、他の指定訪問介護事業所との」を「指

定夜間対応型訪問介護事業所が、適切に指定夜間

対応型訪問介護を利用者に提供する体制を構築し

ており、他の指定訪問介護事業所又は指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業所（以下この条

において「指定訪問介護事業所等」という。）との

密接な」に、「当該他の指定訪問介護事業所の訪問

介護員等」を「区長が地域の実情を勘案し適切と

認める範囲内において、指定夜間対応型訪問介護

の事業の一部を、当該他の指定訪問介護事業所等

の従業者」に改め、同条第３項を次のように改め

る。 

３ 前項本文の規定にかかわらず、オペレーショ

ンセンターサービスについては、区長が地域の

実情を勘案し適切と認める範囲内において、複

数の指定夜間対応型訪問介護事業所の間の契約

に基づき、当該複数の指定夜間対応型訪問介護

事業所が密接な連携を図ることにより、一体的

に利用者又はその家族等からの通報を受けるこ

とができる。 

第５６条に次の１項を加える。 

５ 指定夜間対応型訪問介護事業者は、適切な指

定夜間対応型訪問介護の提供を確保する観点か

ら、職場において行われる性的な言動又は優越

的な関係を背景とした言動であって業務上必要

かつ相当な範囲を超えたものにより夜間対応型

訪問介護従業者の就業環境が害されることを防

止するための方針の明確化等の必要な措置を講

じなければならない。 

第５７条に次の１項を加える。 

２ 指定夜間対応型訪問介護事業者は、指定夜間

対応型訪問介護事業所の所在する建物と同一の

建物に居住する利用者に対して指定夜間対応型

訪問介護を提供する場合には、当該建物に居住

する利用者以外の者に対しても指定夜間対応型

訪問介護の提供を行うよう努めなければならな

い。 

第５９条中「第３３条から第３８条まで、第４

０条及び第４１条」を「第３２条の２から第３８

条まで及び第４０条から第４１条まで」に、「第３

３条及び第３４条」を「第３２条の２第２項、第

３３条第１項並びに第３項第１号及び第３号、第

３４条第１項並びに第４０条の２第１号及び第３

号」に改める。 

第５９条の１２中第１０号を第１１号とし、第

９号の次に次の１号を加える。 

(10) 虐待の防止のための措置に関する事項 

第５９条の１３第３項中「ならない。」の次に「そ

の際、当該指定地域密着型通所介護事業者は、全

ての地域密着型通所介護従業者（看護師、准看護

師、介護福祉士、介護支援専門員、法第８条第２

項に規定する政令で定める者等の資格を有する者

その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介

護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な

措置を講じなければならない。」を加え、同条に次

の１項を加える。 

４ 指定地域密着型通所介護事業者は、適切な指

定地域密着型通所介護の提供を確保する観点か

ら、職場において行われる性的な言動又は優越

的な関係を背景とした言動であって業務上必要

かつ相当な範囲を超えたものにより地域密着型

通所介護従業者の就業環境が害されることを防

止するための方針の明確化等の必要な措置を講

じなければならない。 

第５９条の１５に次の１項を加える。 
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２ 指定地域密着型通所介護事業者は、前項に規

定する訓練の実施に当たって、地域住民の参加

が得られるよう連携に努めなければならない。 

第５９条の１６第２項中「必要な措置を講ずる

よう努めなければならない」を「、次の各号に掲

げる措置を講じなければならない」に改め、同項

に次の各号を加える。 

(1) 当該指定地域密着型通所介護事業所におけ

る感染症の予防及びまん延の防止のための対

策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活

用して行うことができるものとする。）をおお

むね６月に１回以上開催するとともに、その

結果について、地域密着型通所介護従業者に

周知徹底を図ること。 

(2) 当該指定地域密着型通所介護事業所におけ

る感染症の予防及びまん延の防止のための指

針を整備すること。 

(3) 当該指定地域密着型通所介護事業所におい

て、地域密着型通所介護従業者に対し、感染

症の予防及びまん延の防止のための研修及び

訓練を定期的に実施すること。 

第５９条の１７第１項中「協議会」の次に「（テ

レビ電話装置等を活用して行うことができるもの

とする。ただし、利用者等が参加する場合にあっ

ては、テレビ電話装置等の活用について当該利用

者等の同意を得なければならない。）」を加える。 

第５９条の２０中「、第３４条から第３８条ま

で」を「、第３２条の２、第３４条から第３８条

まで、第４０条の２」に改め、「規程」と、」の次

に「同項、第３２条の２第２項、第３４条第１項

並びに第４０条の２第１号及び第３号中」を加え、

「、第３４条中「定期巡回・随時対応型訪問介護

看護従業者」とあるのは「地域密着型通所介護従

業者」と」を削る。 

第５９条の２０の３中「、第３４条から第３８

条まで」を「、第３２条の２、第３４条から第３

８条まで、第４０条の２」に、「第３４条において」

を「第３４条第１項において」に、「と、第３４条」

を「と、第３２条の２第２項、第３４条第１項並

びに第４０条の２第１号及び第３号」に、「及び第

５９条の１３第３項」を「、第５９条の１３第３

項及び第４項並びに第５９条の１６第２項第１号

及び第３号」に改める。 

第５９条の３４中第９号を第１０号とし、第８

号の次に次の１号を加える。 

(9) 虐待の防止のための措置に関する事項 

第５９条の３６第１項中「安全・サービス提供

管理委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用し

て行うことができるものとする。）」を加える。 

第５９条の３８中「、第３４条から第３８条ま

で」を「、第３２条の２、第３４条から第３８条

まで、第４０条の２」に、「この場合において、第

３４条」を「この場合において、第３２条の２第

２項、第３４条第１項並びに第４０条の２第１号

及び第３号中「定期巡回・随時対応型訪問介護看

護従業者」とあるのは「療養通所介護従業者」と、

第３４条第１項」に改め、「、「定期巡回・随時対

応型訪問介護看護従業者」とあるのは「療養通所

介護従業者」と」を削り、「第５９条の１３第３項」

の次に「及び第４項並びに第５９条の１６第２項

第１号及び第３号」を加える。 

第６４条第１項中「又は施設」の次に「（第６６

条第１項において「本体事業所等」という。）」を

加える。 

第６５条第２項中「第８３条第７項」の次に「、

第１１１条第９項」を加える。 

第６６条第１項中「とする。」の次に「なお、共

用型指定認知症対応型通所介護事業所の管理上支

障がない場合は、当該共用型指定認知症対応型通

所介護事業所の他の職務に従事し、かつ、同一敷

地内にある他の本体事業所等の職務に従事するこ

ととしても差し支えない。」を加える。 

第７３条中第１０号を第１１号とし、第９号の

次に次の１号を加える。 

(10) 虐待の防止のための措置に関する事項 

第８１条中「、第３４条から第３８条まで」を

「、第３２条の２、第３４条から第３８条まで、

第４０条の２」に改め、「規程」と、」の次に「同

項、第３２条の２第２項、第３４条第１項並びに

第４０条の２第１号及び第３号中」を加え、「第３

４条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業

者」とあるのは「認知症対応型通所介護従業者」

と」を「第５９条の１３第３項及び第４項並びに

第５９条の１６第２項第１号及び第３号中「地域

密着型通所介護従業者」とあるのは「認知症対応

型通所介護従業者」と」に改める。 

第８３条第６項の表当該指定小規模多機能型居

宅介護事業所に中欄に掲げる施設等のいずれかが

併設されている場合の項中「指定地域密着型介護

老人福祉施設」の次に「、指定介護老人福祉施設、

介護老人保健施設」を加え、同表当該指定小規模

多機能型居宅介護事業所の同一敷地内に中欄に掲

げる施設等のいずれかがある場合の項中「、指定

認知症対応型通所介護事業所、指定介護老人福祉

施設又は介護老人保健施設」を「又は指定認知症

対応型通所介護事業所」に改める。 
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第８４条第３項中「第１１２条第２項」を「第

１１２条第３項」に改める。 

第８８条中「行う会議」の次に「（テレビ電話装

置等を活用して行うことができるものとする。た

だし、利用者等が参加する場合にあっては、テレ

ビ電話装置等の活用について当該利用者等の同意

を得なければならない。）」を加える。 

第１０１条中第１０号を第１１号とし、第９号

の次に次の１号を加える。 

(10) 虐待の防止のための措置に関する事項 

第１０９条中「、第３４条から第３８条まで、

第４０条、第４１条」を「、第３２条の２、第３

４条から第３８条まで、第４０条から第４１条ま

で」に改め、「規程」と、」の次に「同項、第３２

条の２第２項、第３４条第１項並びに第４０条の

２第１号及び第３号中」を加え、「、第３４条中「定

期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とある

のは「小規模多機能型居宅介護従業者」と」を削

り、「第５９条の１３第３項」の次に「及び第４項

並びに第５９条の１６第２項第１号及び第３号」

を加える。 

第１１１条第１項中「を除く。）をいう。」の次

に「以下この項において同じ。」を加え、同項に次

のただし書を加える。 

ただし、当該指定認知症対応型共同生活介護

事業所の有する共同生活住居の数が３である場

合において、当該共同生活住居が全て同一の階

において隣接し、介護従業者が円滑な利用者の

状況把握及び速やかな対応を行うことが可能な

構造である場合であって、当該指定認知症対応

型共同生活介護事業者による安全対策が講じら

れ、利用者の安全性が確保されていると認めら

れるときは、夜間及び深夜の時間帯に指定認知

症対応型共同生活介護事業所ごとに置くべき介

護従業者の員数は、夜間及び深夜の時間帯を通

じて２以上の介護従業者に夜間及び深夜の勤務

を行わせるために必要な数以上とすることがで

きる。 

第１１１条第５項中「共同生活住居」を「指定

認知症対応型共同生活介護事業所」に改め、同条

中第１０項を第１１項とし、第９項を第１０項と

し、第８項の次に次の１項を加える。 

９ 第７項本文の規定にかかわらず、サテライト

型指定認知症対応型共同生活介護事業所（指定

認知症対応型共同生活介護事業所であって、指

定居宅サービス事業等その他の保健医療又は福

祉に関する事業について３年以上の経験を有す

る指定認知症対応型共同生活介護事業者により

設置される当該指定認知症対応型共同生活介護

事業所以外の指定認知症対応型共同生活介護事

業所であって当該指定認知症対応型共同生活介

護事業所に対して指定認知症対応型共同生活介

護の提供に係る支援を行うもの（以下この章に

おいて「本体事業所」という。）との密接な連携

の下に運営されるものをいう。以下同じ。）につ

いては、介護支援専門員である計画作成担当者

に代えて、第６項の厚生労働大臣が定める研修

を修了している者を置くことができる。 

第１１２条中第２項を第３項とし、第１項の次

に次の１項を加える。 

２ 前項本文の規定にかかわらず、共同生活住居

の管理上支障がない場合は、サテライト型指定

認知症対応型共同生活介護事業所における共同

生活住居の管理者は、本体事業所における共同

生活住居の管理者をもって充てることができる。 

第１１４条中第６項を第７項とし、第２項から

第５項までを１項ずつ繰り下げ、同条第１項中「指

定認知症対応型共同生活介護事業所の」を削り、

同項を同条第２項とし、同条に第１項として次の

１項を加える。 

指定認知症対応型共同生活介護事業所は、共

同生活住居を有するものとし、その数は１以上

３以下（サテライト型指定認知症対応型共同生

活介護事業所にあっては、１又は２）とする。 

第１１８条第７項第１号中「委員会」の次に「（テ

レビ電話装置等を活用して行うことができるもの

とする。）」を加え、同条第８項中「外部の者によ

る」を「次に掲げるいずれかの」に改め、同項に

次の各号を加える。 

(1) 外部の者による評価 

(2) 第１２９条において準用する第５９条の１

７第１項に規定する運営推進会議における評

価 

第１２２条中「指定地域密着型サービス」の次

に「（サテライト型指定認知症対応型共同生活介護

事業所の場合は、本体事業所が提供する指定認知

症対応型共同生活介護を除く。）」を加える。 

第１２３条中第７号を第８号とし、第６号の次

に次の１号を加える。 

(7) 虐待の防止のための措置に関する事項 

第１２４条第３項中「ならない。」の次に「その

際、当該指定認知症対応型共同生活介護事業者は、

全ての介護従業者（看護師、准看護師、介護福祉

士、介護支援専門員、法第８条第２項に規定する

政令で定める者等の資格を有する者その他これに

類する者を除く。）に対し、認知症介護に係る基礎
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的な研修を受講させるために必要な措置を講じな

ければならない。」を加え、同条に次の１項を加え

る。 

４ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、適

切な指定認知症対応型共同生活介護の提供を確

保する観点から、職場において行われる性的な

言動又は優越的な関係を背景とした言動であっ

て業務上必要かつ相当な範囲を超えたものによ

り介護従業者の就業環境が害されることを防止

するための方針の明確化等の必要な措置を講じ

なければならない。 

第１２９条中「、第３４条から第３６条まで、

第３８条、第４０条、第４１条」を「、第３２条

の２、第３４条から第３６条まで、第３８条、第

４０条から第４１条まで」に改め、「規程」と、」

の次に「同項、第３２条の２第２項、第３４条第

１項並びに第４０条の２第１号及び第３号中」を

加え、「、第３４条中「定期巡回・随時対応型訪問

介護看護従業者」とあるのは「介護従業者」と」

を削り、「第６章第４節」と」の次に「、第５９条

の１６第２項第１号及び第３号中「地域密着型通

所介護従業者」とあるのは「介護従業者」と」を

加える。 

第１３８条第６項第１号中「委員会」の次に「（テ

レビ電話装置等を活用して行うことができるもの

とする。）」を加える。 

第１４５条中第９号を第１０号とし、第８号の

次に次の１号を加える。 

(9) 虐待の防止のための措置に関する事項 

第１４６条第４項中「ならない。」の次に「その

際、当該指定地域密着型特定施設入居者生活介護

事業者は、全ての地域密着型特定施設従業者（看

護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、

法第８条第２項に規定する政令で定める者等の資

格を有する者その他これに類する者を除く。）に対

し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させる

ために必要な措置を講じなければならない。」を加

え、同条に次の１項を加える。 

５ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業

者は、適切な指定地域密着型特定施設入居者生

活介護の提供を確保する観点から、職場におい

て行われる性的な言動又は優越的な関係を背景

とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲

を超えたものにより地域密着型特定施設従業者

の就業環境が害されることを防止するための方

針の明確化等の必要な措置を講じなければなら

ない。 

第１４９条中「、第３４条から第３８条まで、

第４０条、第４１条」を「、第３２条の２、第３

４条から第３８条まで、第４０条から第４１条ま

で」に、「、第３４条中」を「、第３２条の２第２

項、第３４条第１項並びに第４０条の２第１号及

び第３号中」に、「定期巡回・随時対応型介護看護

従業者」を「定期巡回・随時対応型訪問介護看護

従業者」に改め、「第７章第４節」と」の次に「、

第５９条の１６第２項第１号及び第３号中「地域

密着型通所介護従業者」とあるのは「地域密着型

特定施設従業者」と」を加える。 

第１５１条第１項各号列記以外の部分に次のた

だし書を加える。 

ただし、他の社会福祉施設等の栄養士又は管

理栄養士との連携を図ることにより当該指定地

域密着型介護老人福祉施設の効果的な運営を期

待することができる場合であって、入所者の処

遇に支障がないときは、第４号の栄養士又は管

理栄養士を置かないことができる。 

第１５１条第１項第４号中「栄養士」を「栄養

士又は管理栄養士」に改め、同条第３項ただし書

中「、指定地域密着型介護老人福祉施設（ユニッ

ト型指定地域密着型介護老人福祉施設（第１７８

条に規定するユニット型指定地域密着型介護老人

福祉施設をいう。以下この項において同じ。）を除

く。以下この項において同じ。）にユニット型指定

介護老人福祉施設（指定介護老人福祉施設の人員、

設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令

第３９号。以下「指定介護老人福祉施設基準」と

いう。）第３８条に規定するユニット型指定介護老

人福祉施設をいう。以下この項において同じ。）を

併設する場合の指定地域密着型介護老人福祉施設

及びユニット型指定介護老人福祉施設の介護職員

及び看護職員（指定介護老人福祉施設基準第４７

条第２項の規定に基づき配置される看護職員に限

る。）又は指定地域密着型介護老人福祉施設にユニ

ット型指定地域密着型介護老人福祉施設を併設す

る場合の指定地域密着型介護老人福祉施設及びユ

ニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の介護

職員及び看護職員（第１８７条第２項の規定に基

づき配置される看護職員に限る。）を除き」を削り、

同条第８項各号列記以外の部分中「栄養士」を「栄

養士若しくは管理栄養士」に改め、同項第１号中

「栄養士」を「生活相談員、栄養士若しくは管理

栄養士」に改め、同項第２号から第４号までの規

定中「栄養士」を「栄養士若しくは管理栄養士」

に改め、同条第１３項中「栄養士又は機能訓練指

導員により」を「栄養士若しくは管理栄養士又は

機能訓練指導員により」に改める。 
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第１５７条第６項第１号中「委員会」の次に「（テ

レビ電話装置等を活用して行うことができるもの

とする。）」を加える。 

第１５８条第６項中「行う会議」の次に「（テレ

ビ電話装置等を活用して行うことができるものと

する。ただし、入所者又はその家族（以下この項

において「入所者等」という。）が参加する場合に

あっては、テレビ電話装置等の活用について当該

入所者等の同意を得なければならない。）」を加え

る。 

第１６３条の次に次の２条を加える。 

（栄養管理） 

第１６３条の２ 指定地域密着型介護老人福祉施

設は、入所者の栄養状態の維持及び改善を図り、

自立した日常生活を営むことができるよう、各

入所者の状態に応じた栄養管理を計画的に行わ

なければならない。 

（口腔
くう

衛生の管理） 

第１６３条の３ 指定地域密着型介護老人福祉施

設は、入所者の口腔
くう

の健康の保持を図り、自立

した日常生活を営むことができるよう、口腔
くう

衛

生の管理体制を整備し、各入所者の状態に応じ

た口腔
くう

衛生の管理を計画的に行わなければなら

ない。 

第１６８条中第８号を第９号とし、第７号の次

に次の１号を加える。 

(8) 虐待の防止のための措置に関する事項 

第１６９条第３項中「ならない。」の次に「その

際、当該指定地域密着型介護老人福祉施設は、全

ての従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介

護支援専門員、法第８条第２項に規定する政令で

定める者等の資格を有する者その他これに類する

者を除く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研

修を受講させるために必要な措置を講じなければ

ならない。」を加え、同条に次の１項を加える。 

４ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、適切な

指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介

護の提供を確保する観点から、職場において行

われる性的な言動又は優越的な関係を背景とし

た言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超

えたものにより従業者の就業環境が害されるこ

とを防止するための方針の明確化等の必要な措

置を講じなければならない。 

第１７１条第２項第１号中「委員会」の次に「（テ

レビ電話装置等を活用して行うことができるもの

とする。）」を加え、同項第３号中「研修」の次に

「並びに感染症の予防及びまん延の防止のための

訓練」を加える。 

第１７５条第１項第３号中「委員会」の次に「（テ

レビ電話装置等を活用して行うことができるもの

とする。）」を加え、同項に次の１号を加える。 

(4) 前３号に掲げる措置を適切に実施するため

の担当者を置くこと。 

第１７７条中「第２８条」の次に「、第３２条

の２」を、「第３８条」の次に「、第４０条の２」

を、「規程」と、」の次に「同項、第３２条の２第

２項、第３４条第１項並びに第４０条の２第１号

及び第３号中」を加え、「、第３４条中「定期巡回・

随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「従

業者」と」を削る。 

第１８０条第１項第１号ア(ｲ)中「おおむね１０

人以下としなければならない」を「原則としてお

おむね１０人以下とし、１５人を超えないものと

する」に改め、同号ア(ｳ)を次のように改める。 

(ｳ) 一の居室の床面積等は、１０．６５平

方メートル以上とすること。ただし、(ｱ)

ただし書の場合にあっては、２１．３平

方メートル以上とすること。 

第１８２条第８項第１号中「委員会」の次に「（テ

レビ電話装置等を活用して行うことができるもの

とする。）」を加える。 

第１８６条中第９号を第１０号とし、第８号の

次に次の１号を加える。 

(9) 虐待の防止のための措置に関する事項 

第１８７条第４項中「ならない。」の次に「その

際、当該ユニット型指定地域密着型介護老人福祉

施設は、全ての従業者（看護師、准看護師、介護

福祉士、介護支援専門員、法第８条第２項に規定

する政令で定める者等の資格を有する者その他こ

れに類する者を除く。）に対し、認知症介護に係る

基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講

じなければならない。」を加え、同条に次の１項を

加える。 

５ ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設

は、適切な指定地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護の提供を確保する観点から、職場

において行われる性的な言動又は優越的な関係

を背景とした言動であって業務上必要かつ相当

な範囲を超えたものにより従業者の就業環境が

害されることを防止するための方針の明確化等

の必要な措置を講じなければならない。 

第１８９条中「第２８条」の次に「、第３２条

の２」を、「第３８条」の次に「、第４０条の２」

を、「規程」と、」の次に「同項、第３２条の２第
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２項、第３４条第１項並びに第４０条の２第１号

及び第３号中」を加え、「、第３４条中「定期巡回・

随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「従

業者」と」を削る。 

第１９１条第１１項中「前項」を「第７項」に

改める。 

第２０２条中「、第３４条から第３８条まで、

第４０条、第４１条」を「、第３２条の２、第３

４条から第３８条まで、第４０条から第４１条ま

で」に改め、「規程」と、」の次に「同項、第３２

条の２第２項、第３４条第１項並びに第４０条の

２第１号及び第３号中」を加え、「、第３４条中「定

期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とある

のは「看護小規模多機能型居宅介護従業者」と」

を削り、「と、第５９条の１３」の次に「第３項及

び第４項並びに第５９条の１６第２項第１号及び

第３号」を加える。 

第９章の次に次の１章を加える。 

第１０章 雑則 

（電磁的記録等） 

第２０３条 指定地域密着型サービス事業者及び

指定地域密着型サービスの提供に当たる者は、

作成、保存その他これらに類するもののうち、

この規則の規定において書面（書面、書類、文

書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、

図形等人の知覚によって認識することができる

情報が記載された紙その他の有体物をいう。以

下この条において同じ。）で行うことが規定され

ている又は想定されるもの（第１２条第１項（第

５９条、第５９条の２０、第５９条の２０の３、

第５９条の３８、第８１条、第１０９条、第１

２９条、第１４９条、第１７７条、第１８９条

及び第２０２条において準用する場合を含む。）、

第１１６条第１項、第１３６条第１項及び第１

５５条第１項（第１８９条において準用する場

合を含む。）並びに次項に規定するものを除く。）

については、書面に代えて、当該書面に係る電

磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の

知覚によっては認識することができない方式で

作られる記録であって、電子計算機による情報

処理の用に供されるものをいう。）により行うこ

とができる。 

２ 指定地域密着型サービス事業者及び指定地域

密着型サービスの提供に当たる者は、交付、説

明、同意、承諾、締結その他これらに類するも

の（以下「交付等」という。）のうち、この規則

の規定において書面で行うことが規定されてい

る又は想定されるものについては、当該交付等

の相手方の承諾を得て、書面に代えて、電磁的

方法（電子的方法、磁気的方法その他人の知覚

によって認識することができない方法をいう。）

によることができる。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

（虐待の防止に係る経過措置） 

２ この規則の施行の日から令和６年３月３１日

までの間、この規則による改正後の江東区指定

地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運

営に関する基準を定める規則（以下「新規則」

という。）第３条第３項及び第４０条の２（新規

則第５９条、第５９条の２０、第５９条の２０

の３、第５９条の３８、第８１条、第１０９条、

第１２９条、第１４９条、第１７７条、第１８

９条及び第２０２条において準用する場合を含

む。）の規定の適用については、これらの規定中

「講じなければ」とあるのは「講じるように努

めなければ」とし、新規則第３１条、第５５条、

第５９条の１２（新規則第５９条の２０の３に

おいて準用する場合を含む。）、第５９条の３４、

第７３条、第１０１条（新規則第２０２条にお

いて準用する場合を含む。）、第１２３条、第１

４５条、第１６８条及び第１８６条の規定の適

用については、これらの規定中「、次に」とあ

るのは「、虐待の防止のための措置に関する事

項に関する規程を定めておくよう努めるととも

に、次に」と、「重要事項」とあるのは「重要事

項（虐待の防止のための措置に関する事項を除

く。）」とする。 

（業務継続計画の策定等に係る経過措置） 

３ この規則の施行の日から令和６年３月３１日

までの間、新規則第３２条の２（新規則第５９

条、第５９条の２０、第５９条の２０の３、第

５９条の３８、第８１条、第１０９条、第１２

９条、第１４９条、第１７７条、第１８９条及

び第２０２条において準用する場合を含む。）の

規定の適用については、新規則第３２条の２中

「講じなければ」とあるのは「講じるよう努め

なければ」と、「実施しなければ」とあるのは「実

施するよう努めなければ」と、「行うものとする」

とあるのは「行うよう努めるものとする」とす

る。 

（居宅サービス事業者等における感染症の予防及

びまん延の防止のための措置に係る経過措置） 

４ この規則の施行の日から令和６年３月３１日

までの間、新規則第３３条第３項（新規則第５
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９条において準用する場合を含む。）及び第５９

条の１６第２項（新規則第５９条の２０の３、

第５９条の３８、第８１条、第１０９条、第１

２９条、第１４９条及び第２０２条において準

用する場合を含む。）の規定の適用については、

これらの規定中「講じなければ」とあるのは「講

じるよう努めなければ」とする。 

（認知症に係る基礎的な研修の受講に関する経過

措置） 

５ この規則の施行の日から令和６年３月３１日

までの間、新規則第５９条の１３第３項（新規

則第５９条の２０の３、第５９条の３８、第８

１条、第１０９条及び第２０２条において準用

する場合を含む。）、第１２４条第３項、第１４

６条第４項、第１６９条第３項及び第１８７条

第４項の規定の適用については、これらの規定

中「講じなければ」とあるのは「講じるよう努

めなければ」とする。 

（ユニットの定員に係る経過措置） 

６ この規則の施行の日以降、当分の間、新規則

第１８０条第１項第１号ア(ｲ)の規定に基づき

入居定員が１０人を超えるユニットを整備する

ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、

新規則第１５１条第１項第３号ア及び第１８７

条第２項の基準を満たすほか、ユニット型指定

地域密着型介護老人福祉施設における夜間及び

深夜を含めた介護職員並びに看護師及び准看護

師の配置の実態を勘案して職員を配置するよう

努めるものとする。 

７ この規則の施行の際現に存する建物（基本的

な設備が完成しているものを含み、この規則の

施行の後に増築され、又は全面的に改築された

部分を除く。）の居室、療養室又は病室（以下こ

の項において「居室等」という。）であって、こ

の規則による改正前の江東区指定地域密着型サ

ービスの事業の人員、設備及び運営に関する基

準を定める規則第１８０条第１項第１号ア

(ｳ)ⅱの規定の要件を満たしている居室等につ

いては、なお従前の例による。 

（栄養管理に関する経過措置） 

８ この規則の施行の日から令和６年３月３１日

までの間、新規則第１６３条の２（新規則第１

８９条において準用する場合を含む。）の規定の

適用については、新規則第１６３条の２中「行

わなければ」とあるのは「行うよう努めなけれ

ば」とする。 

（口腔
くう

衛生の管理に係る経過措置） 

９ この規則の施行の日から令和６年３月３１日

までの間、新規則第１６３条の３（新規則第１

８９条において準用する場合を含む。）の規定の

適用については、新規則第１６３条の３中「行

わなければ」とあるのは「行うよう努めなけれ

ば」とする。 

（事故発生の防止及び発生時の対応に係る経過措

置） 

１０ この規則の施行の日から起算して６月を経

過する日までの間、新規則第１７５条第１項（新

規則第１８９条において準用する場合を含む。）

の規定の適用については、新規則第１７５条第

１項中「次に定める措置を講じなければ」とあ

るのは、「次の第１号から第３号に定める措置を

講じるとともに、次の第４号に定める措置を講

じるよう努めなければ」とする。 

（介護保険施設等における感染症の予防及びまん

延の防止のための訓練に係る経過措置） 

１１ この規則の施行の日から令和６年３月３１

日までの間、新規則第１７１条第２項第３号（新

規則第１８９条において準用する場合を含む。）

の規定にかかわらず、指定地域密着型介護老人

福祉施設は、その従業者又は職員に対し、感染

症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための

研修を定期的に実施するとともに、感染症の予

防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実

施するよう努めるものとする。 

                    

江東区指定地域密着型介護予防サービスの事業

の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護

予防サービスに係る介護予防のための効果的な支

援の方法に関する基準を定める規則の一部を改正

する規則を公布する。 

  令和３年３月３０日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第２２号 

江東区指定地域密着型介護予防サービスの

事業の人員、設備及び運営並びに指定地域

密着型介護予防サービスに係る介護予防の

ための効果的な支援の方法に関する基準を

定める規則の一部を改正する規則 

江東区指定地域密着型介護予防サービスの事業

の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護

予防サービスに係る介護予防のための効果的な支

援の方法に関する基準を定める規則（平成２５年

３月江東区規則第２０号）の一部を次のように改

正する。 

目次中 

「第４章 介護予防認知症対応型共同生活介護 
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第１節 基本方針（第７０条） 

第２節 人員に関する基準（第７１条―第７

３条） 

第３節 設備に関する基準（第７４条） 

第４節 運営に関する基準（第７５条―第８

６条） 

第５節 介護予防のための効果的な支援の方

法に関する基準（第８７条―第９０

条）               」 

を 

「第４章 介護予防認知症対応型共同生活介護 

第１節 基本方針（第７０条） 

第２節 人員に関する基準（第７１条―第７

３条） 

第３節 設備に関する基準（第７４条） 

第４節 運営に関する基準（第７５条―第８

６条） 

第５節 介護予防のための効果的な支援の方

法に関する基準（第８７条―第９０条） 

第５章 雑則（第９１条）         」 

に改める。 

第３条に次の２項を加える。 

３ 指定地域密着型介護予防サービス事業者は、

利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必

要な体制の整備を行うとともに、その従業者に

対し、研修を実施する等の措置を講じなければ

ならない。 

４ 指定地域密着型介護予防サービス事業者は、

指定地域密着型介護予防サービスを提供するに

当たっては、法第１１８条の２第１項に規定す

る介護保険等関連情報その他必要な情報を活用

し、適切かつ有効に行うよう努めなければなら

ない。 

第８条第１項中「事業所又は施設」の次に「（第

１０条第１項において「本体事業所等」という。）」

を加える。 

第９条第２項中「第４４条第７項」の次に「及

び第７１条第９項」を加える。 

第１０条第１項中「とする。」の次に「なお、共

用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の

管理上支障がない場合は、当該共用型指定介護予

防認知症対応型通所介護事業所の他の職務に従事

し、かつ、同一敷地内にある他の本体事業所等の

職務に従事することとしても差し支えない。」を加

える。 

第２７条中第１０号を第１１号とし、第９号の

次に次の１号を加える。 

(10) 虐待の防止のための措置に関する事項 

第２８条第３項中「ならない。」の次に「その際、

当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、

全ての介護予防認知症対応型通所介護従業者（看

護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、

法第８条第２項に規定する政令で定める者等の資

格を有する者その他これに類する者を除く。）に対

し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させる

ために必要な措置を講じなければならない。」を加

え、同条に次の１項を加える。 

４ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、

適切な指定介護予防認知症対応型通所介護の提

供を確保する観点から、職場において行われる

性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動

であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたも

のにより介護予防認知症対応型通所介護従業者

の就業環境が害されることを防止するための方

針の明確化等の必要な措置を講じなければなら

ない。 

第２８条の次に次の１条を加える。 

（業務継続計画の策定等） 

第２８条の２ 指定介護予防認知症対応型通所介

護事業者は、感染症又は非常災害の発生時にお

いて、利用者に対する指定介護予防認知症対応

型通所介護の提供を継続的に実施するための、

及び非常時の体制で早期の業務再開を図るため

の計画（以下「業務継続計画」という。）を策定

し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じ

なければならない。 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、

介護予防認知症対応型通所介護従業者に対し、

業務継続計画について周知するとともに、必要

な研修及び訓練を定期的に実施しなければなら

ない。 

３ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、

定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に

応じて業務継続計画の変更を行うものとする。 

第３０条に次の１項を加える。 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、

前項に規定する訓練の実施に当たって、地域住

民の参加が得られるよう連携に努めなければな

らない。 

第３１条第２項中「必要な措置を講ずるよう努

めなければならない」を「、次の各号に掲げる措

置を講じなければならない」に改め、同項に次の

各号を加える。 

(1) 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事

業所における感染症の予防及びまん延の防止

のための対策を検討する委員会（テレビ電話
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装置その他の情報通信機器（以下「テレビ電

話装置等」という。）を活用して行うことがで

きるものとする。）をおおむね６月に１回以上

開催するとともに、その結果について、介護

予防認知症対応型通所介護従業者に周知徹底

を図ること。 

(2) 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事

業所における感染症の予防及びまん延の防止

のための指針を整備すること。 

(3) 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事

業所において、介護予防認知症対応型通所介

護従業者に対し、感染症の予防及びまん延の

防止のための研修及び訓練を定期的に実施す

ること。 

第３２条に次の１項を加える。 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、

前項に規定する事項を記載した書面を当該指定

介護予防認知症対応型通所介護事業所に備え付

け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧

させることにより、同項の規定による掲示に代

えることができる。 

第３７条の次に次の１条を加える。 

（虐待の防止） 

第３７条の２ 指定介護予防認知症対応型通所介

護事業者は、虐待の発生又はその再発を防止す

るため、次の各号に掲げる措置を講じなければ

ならない。 

(1) 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事

業所における虐待の防止のための対策を検討

する委員会（テレビ電話装置等を活用して行

うことができるものとする。）を定期的に開催

するとともに、その結果について、介護予防

認知症対応型通所介護従業者に周知徹底を図

ること。 

(2) 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事

業所における虐待の防止のための指針を整備

すること。 

(3) 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事

業所において、介護予防認知症対応型通所介

護従業者に対し、虐待の防止のための研修を

定期的に実施すること。 

(4) 前３号に掲げる措置を適切に実施するため

の担当者を置くこと。 

第３９条第１項中「協議会」の次に「（テレビ電

話装置等を活用して行うことができるものとする。

ただし、利用者又はその家族（以下この項及び第

４９条において「利用者等」という。）が参加する

場合にあっては、テレビ電話装置等の活用につい

て当該利用者等の同意を得なければならない。）」

を加える。 

第４４条第６項の表中「指定地域密着型介護老

人福祉施設」の次に「、指定介護老人福祉施設、

介護老人保健施設」を加え、「、指定認知症対応型

通所介護事業所、指定介護老人福祉施設又は介護

老人保健施設」を「又は指定認知症対応型通所介

護事業所」に改め、同条第７項中「（以下」の次に

「この章において」を加える。 

第４５条第３項中「第７２条第２項」を「第７

２条第３項」に改める。 

第４９条中「行う会議」の次に「（テレビ電話装

置等を活用して行うことができるものとする。た

だし、利用者等が参加する場合にあっては、テレ

ビ電話装置等の活用について当該利用者等の同意

を得なければならない。）」を加える。 

第５７条中第１０号を第１１号とし、第９号の

次に次の１号を加える。 

(10) 虐待の防止のための措置に関する事項 

第６５条中「第３１条から第３６条まで、第３

７条（第４項を除く。）から第３９条まで」を「第

２８条の２、第３１条から第３９条まで（第３７

条第４項を除く。）」に改め、「規程」と、」の次に

「同項、第２８条第３項及び第４項、第２８条の

２第２項、第３１条第２項第１号及び第３号、第

３２条第１項並びに第３７条の２第１号及び第３

号中」を加え、「、第２８条第３項及び第３２条中

「介護予防認知症対応型通所介護従業者」とある

のは「介護予防小規模多機能型居宅介護従業者」

と」を削る。 

第７１条第１項中「）をいう。」の次に「以下こ

の項において同じ。」を加え、同項に次のただし書

を加える。 

ただし、当該指定介護予防認知症対応型共同

生活介護事業所の有する共同生活住居の数が３

である場合において、当該共同生活住居が全て

同一の階において隣接し、介護従業者が円滑な

利用者の状況把握及び速やかな対応を行うこと

が可能な構造である場合であって、当該指定介

護予防認知症対応型共同生活介護事業者による

安全対策が講じられ、利用者の安全性が確保さ

れていると認められるときは、夜間及び深夜の

時間帯に指定介護予防認知症対応型共同生活介

護事業所ごとに置くべき介護従業者の員数は、

夜間及び深夜の時間帯を通じて２以上の介護従

業者に夜間及び深夜の勤務を行わせるために必

要な数以上とすることができる。 

第７１条第５項中「共同生活住居」を「指定介
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護予防認知症対応型共同生活介護事業所」に改め、

同条中第１０項を第１１項とし、第９項を第１０

項とし、第８項の次に次の１項を加える。 

９ 第７項本文の規定にかかわらず、サテライト

型指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業

所（指定介護予防認知症対応型共同生活介護事

業所であって、指定居宅サービス事業等その他

の保健医療又は福祉に関する事業について３年

以上の経験を有する指定介護予防認知症対応型

共同生活介護事業者により設置される当該指定

介護予防認知症対応型共同生活介護事業所以外

の指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業

所であって当該指定介護予防認知症対応型共同

生活介護事業所に対して指定介護予防認知症対

応型共同生活介護の提供に係る支援を行うもの

（以下この章において「本体事業所」という。）

との密接な連携の下に運営されるものをいう。

以下同じ。）については、介護支援専門員である

計画作成担当者に代えて、第６項の厚生労働大

臣が定める研修を修了している者を置くことが

できる。 

第７２条中第２項を第３項とし、第１項の次に

次の１項を加える。 

２ 前項本文の規定にかかわらず、共同生活住居

の管理上支障がない場合は、サテライト型指定

介護予防認知症対応型共同生活介護事業所にお

ける共同生活住居の管理者は、本体事業所にお

ける共同生活住居の管理者をもって充てること

ができる。 

第７４条第１項中「１又は２」を「１以上３以

下（サテライト型指定介護予防認知症対応型共同

生活介護事業所にあっては、１又は２）」に改める。 

第７８条第３項第１号中「委員会」の次に「（テ

レビ電話装置等を活用して行うことができるもの

とする。）」を加える。 

第７９条中「指定地域密着型介護予防サービス」

の次に「（サテライト型指定介護予防認知症対応型

共同生活介護事業所の場合は、本体事業所が提供

する指定介護予防認知症対応型共同生活介護を除

く。）」を加える。 

第８０条中第７号を第８号とし、第６号の次に

次の１号を加える。 

(7) 虐待の防止のための措置に関する事項 

第８１条第３項中「ならない。」の次に「その際、

当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業

者は、全ての介護従業者（看護師、准看護師、介

護福祉士、介護支援専門員、法第８条第２項に規

定する政令で定める者等の資格を有する者その他

これに類する者を除く。）に対し、認知症介護に係

る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を

講じなければならない。」を加え、同条に次の１項

を加える。 

４ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業

者は、適切な指定介護予防認知症対応型共同生

活介護の提供を確保する観点から、職場におい

て行われる性的な言動又は優越的な関係を背景

とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲

を超えたものにより介護従業者の就業環境が害

されることを防止するための方針の明確化等の

必要な措置を講じなければならない。 

第８６条中「第２４条、第２６条」の次に「、

第２８条の２」を加え、「、第３７条（第４項を除

く。）、第３８条、第３９条」を「から第３９条ま

で（第３７条第４項及び第３９条第５項を除く。）」

に改め、「規程」と、」の次に「同項、第２８条の

２第２項、第３１条第２項第１号及び第３号、第

３２条第１項並びに第３７条の２第１号及び第３

号中」を加え、「、第３２条中「介護予防認知症対

応型通所介護従業者」とあるのは「介護従業者」

と」を削る。 

第８７条第２項中「外部の者による」を「次に

掲げるいずれかの」に改め、同項に次の各号を加

える。 

(1) 外部の者による評価 

(2) 前条において準用する第３９条第１項に規

定する運営推進会議における評価 

第４章の次に次の１章を加える。 

第５章 雑則 

（電磁的記録等） 

第９１条 指定地域密着型介護予防サービス事業

者及び指定地域密着型介護予防サービスの提供

に当たる者は、作成、保存その他これらに類す

るもののうち、この規則の規定において書面（書

面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複

本その他文字、図形等人の知覚によって認識す

ることができる情報が記載された紙その他の有

体物をいう。以下この条において同じ。）で行う

ことが規定されている又は想定されるもの（第

１４条第１項（第６５条及び第８６条において

準用する場合を含む。）及び第７６条第１項並び

に次項に規定するものを除く。）については、書

面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子

的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては

認識することができない方式で作られる記録で

あって、電子計算機による情報処理の用に供さ

れるものをいう。）により行うことができる。 
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２ 指定地域密着型介護予防サービス事業者及び

指定地域密着型介護予防サービスの提供に当た

る者は、交付、説明、同意、承諾その他これら

に類するもの（以下「交付等」という。）のうち、

この規則の規定において書面で行うことが想定

されている又は想定されるものについては、当

該交付等の相手方の承諾を得て、書面に代えて、

電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その他人

の知覚によって認識することができない方法を

いう。）によることができる。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

（虐待の防止に係る経過措置） 

２ この規則の施行の日から令和６年３月３１日

までの間、この規則による改正後の江東区指定

地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設

備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サー

ビスに係る介護予防のための効果的な支援の方

法に関する基準を定める規則（以下「新規則」

という。）第３条第３項及び第３７条の２（新規

則第６５条及び第８６条において準用する場合

を含む。）の規定の適用については、これらの規

定中「講じなければ」とあるのは「講じるよう

に努めなければ」とし、新規則第２７条、第５

７条及び第８０条の規定の適用については、こ

れらの規定中「、次に」とあるのは「、虐待の

防止のための措置に関する事項に関する規程を

定めておくよう努めるとともに、次に」と、「重

要事項」とあるのは、「重要事項（虐待の防止の

ための措置に関する事項を除く。）」とする。 

（業務継続計画の策定等に係る経過措置） 

３ この規則の施行の日から令和６年３月３１日

までの間、新規則第２８条の２（新規則第６５

条及び第８６条において準用する場合を含む。）

の規定の適用については、新規則第２８条の２

中「講じなければ」とあるのは「講じるよう努

めなければ」と、「実施しなければ」とあるのは

「実施するよう努めなければ」と、「行うものと

する」とあるのは「行うよう努めるものとする」

とする。 

（感染症の予防及びまん延の防止のための措置に

係る経過措置） 

４ この規則の施行の日から令和６年３月３１日

までの間、新規則第３１条第２項（新規則第６

５条及び第８６条において準用する場合を含

む。）の規定の適用については、新規則第３１条

第２項中「講じなければ」とあるのは「講じる

よう努めなければ」とする。 

（認知症に係る基礎的な研修の受講に関する経過

措置） 

５ この規則の施行の日から令和６年３月３１日

までの間、新規則第２８条第３項（新規則第６

５条において準用する場合を含む。）及び第８１

条第３項の規定の適用については、これらの規

定中「講じなければ」とあるのは「講じるよう

努めなければ」とする。 

                    

江東区指定地域密着型サービス事業所及び指定

地域密着型介護予防サービス事業所の指定等に関

する規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和３年３月３０日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第２３号 

   江東区指定地域密着型サービス事業所及び

指定地域密着型介護予防サービス事業所の

指定等に関する規則の一部を改正する規則 

 江東区指定地域密着型サービス事業所及び指定

地域密着型介護予防サービス事業所の指定等に関

する規則（平成１８年６月江東区規則第６１号）

の一部を次のように改正する。 

第２条第１項中「指定地域密着型サービス事業

所指定地域密着型介護予防サービス事業所指定申

請書」を「指定申請書」に改め、同条第２項中「、

指定しないことを決定したときは、非指定通知書

（別記第３号様式）により」を削る。 

第３条第１号中「別記第４号様式」を「別記第

３号様式」に改め、同条第２号中「、休止又は再

開」を「又は休止」に、「廃止・休止・再開届出書

（別記第５号様式」を「廃止・休止届出書（別記

第４号様式）」に改め、同条に次の１号を加える。 

(3) 事業の再開の場合 再開届出書（別記第５

号様式） 

第６条第１項中「指定地域密着型サービス事業

所指定地域密着型介護予防サービス事業所指定更

新申請書」を「指定更新申請書」に改める。 

別記第１号様式を次のように改める。 
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別記第１号様式（第２条関係） 
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別記第２号様式中「代表者氏名」を「申請者の

名称及び代表者の職名・氏名」に改め、別記第３

号様式から別記第８号様式までを次のように改め

る。 
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別記第３号様式（第３条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和 3年 4月 30 日（金曜日）      江 東 区 公 報            （号外第 210 号） 

 

77 

 

 

別記第４号様式（第３条関係） 
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別記第５号様式（第３条関係） 
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別記第６号様式（第４条関係） 
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別記第７号様式（第５条関係） 
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別記第８号様式（第６条関係） 
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附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前

の江東区指定地域密着型サービス事業所及び指

定地域密着型介護予防サービス事業所の指定等

に関する規則の別記様式による用紙で、現に残

存するものは、所要の修正を加え、なお使用す

ることができる。 

                    

江東区指定居宅介護支援事業所の指定等に関す

る規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和３年３月３０日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第２４号 

   江東区指定居宅介護支援事業所の指定等に

関する規則の一部を改正する規則 

 江東区指定居宅介護支援事業所の指定等に関す

る規則（平成３０年３月江東区規則第１９号）の

一部を次のように改正する。 

 第２条第１項中「指定居宅介護支援事業所指定

申請書」を「指定申請書」に改め、同条第２項中

「ときは指定通知書」を「ときは、指定通知書」

に改め、「、指定しないことを決定したときは非指

定通知書（別記第３号様式）により」を削る。 

 第３条第１号中「別記第４号様式」を「別記第

３号様式」に改め、同条第２号中「、休止又は再

開」を「又は休止」に、「廃止・休止・再開届出書

（別記第５号様式）」を「廃止・休止届出書（別記

第４号様式）」に改め、同条に次の１号を加える。 

(3) 事業の再開の場合 再開届出書（別記第５

号様式） 

第５条第１項中「指定居宅介護支援事業所指定

更新申請書」を「指定更新申請書」に改める。 

別記第１号様式を次のように改める。 
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別記第１号様式（第２条関係）  
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 別記第２号様式中「代表者氏名」を「申請者の

名称及び代表者の職名・氏名」に改め、別記第３

号様式から別記第７号様式を次のように改める。 
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別記第３号様式（第３条関係） 
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別記第４号様式（第３条関係） 
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別記第５号様式（第３条関係） 
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別記第６号様式（第４条関係） 
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別記第７号様式（第５条関係） 
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附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前

の江東区指定居宅介護支援事業所の指定等に関

する規則の別記様式による用紙で、現に残存す

るものは、所要の修正を加え、なお使用するこ

とができる。 

                    

江東区指定介護予防支援事業所の指定等に関す

る規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和３年３月３０日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第２５号 

   江東区指定介護予防支援事業所の指定等に

関する規則の一部を改正する規則 

 江東区指定介護予防支援事業所の指定等に関す

る規則（平成１８年６月江東区規則第６２号）の

一部を次のように改正する。 

 第２条第１項各号列記以外の部分中「に、次に

定める書類を添付することにより行うものとす

る」を「による」に改め、同項各号を削り、同条

第２項中「別記第８号様式」を「別記第２号様式」

に改め、同項中「、指定しないことを決定したと

きは、非指定通知書（別記第９号様式）により」

及び「ものとする」を削る。 

 第３条各号列記以外の部分中「により行うもの

とする」を「による」に改め、同条第１号中「別

記第１０号様式」を「別記第３号様式」に改め、

同条第２号中「、休止又は再開」を「又は休止」

に、「廃止・休止・再開届出書（別記第１１号様式）」

を「廃止・休止届出書（別記第４号様式）」に改め、

同条に次の１号を加える。 

(3) 事業の再開の場合 再開届出書（別記第５

号様式） 

第４条中「別記第１２号様式」を「別記第６号

様式」に改める。 

第５条第１項中「別記第１３号様式」を「別記

第７号様式」に改める。 

第８条各号列記以外の部分中「別記第１４号様

式」を「別記第８号様式」に、「に、第２条第１項

第４号に掲げる書類及び次に掲げる書類を添付す

ることにより行うものとする」を「による」に改

め、同条各号を削る。 

別記第１号様式を次のように改める。 
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別記第１号様式（第２条関係） 

 別記第２号様式から別記第７号様式までを削り、

別記第８号様式中「します」を「する」に、「代表

者氏名」を「申請者名称及び代表者の職名・氏名」

に改め、同様式を別記第２号様式とする。 

別記第９号様式を削る。 

別記第１０号様式中「印」を削り、同様式を別

記第３号様式とする。 

別記第３号様式の次に次の５様式を加える。 
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別記第４号様式（第３条関係） 
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別記第５号様式（第３条関係） 
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別記第６号様式（第４条関係） 
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別記第７号様式（第５条関係） 
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別記第８号様式（第８条関係） 

別記第１１号様式から別記第１６号様式までを

削る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前

の江東区指定介護予防支援事業所の指定等に関

する規則の別記様式による用紙で、現に残存す

るものは、所要の修正を加え、なお使用するこ

とができる。 

                    

江東区介護サービス事業者の業務管理体制の整

備の届出に関する規則の一部を改正する規則を公

布する。 

  令和３年３月３０日 

江東区長  山 﨑 孝 明   

◎江東区規則第２６号 

   江東区介護サービス事業者の業務管理体制

の整備の届出に関する規則の一部を改正す

る規則 

 江東区介護サービス事業者の業務管理体制の整

備の届出に関する規則（平成２１年７月江東区規

則第５５号）の一部を次のように改正する。 

別記第１号様式及び別記第２号様式を次のよう

に改める。 
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別記第１号様式（第２条、第４条関係） 
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別記第２号様式（第３条関係） 
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附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前

の江東区介護サービス事業者の業務管理体制の

整備の届出に関する規則の別記様式による用紙

で、現に残存するものは、所要の修正を加え、

なお使用することができる。 

                    

江東区心身障害者福祉手当条例施行規則の一部

を改正する規則を公布する。 

  令和３年３月３０日 

江東区長  山 﨑 孝 明   

◎江東区規則第２７号 

   江東区心身障害者福祉手当条例施行規則の

一部を改正する規則 

 江東区心身障害者福祉手当条例施行規則（昭和

４９年１０月江東区規則第４５号）の一部を次の

ように改正する。 

第５条第１項中「総所得金額」の次に「（所得税

法第２８条第１項に規定する給与所得又は同法第

３５条第３項に規定する公的年金等に係る所得を

有する場合には、同法第２８条第２項の規定によ

り計算した金額及び同法第３５条第２項第１号の

規定により計算した金額の合計額から１０万円を

控除して得た金額（当該金額が零を下回る場合に

は、零とする。）と同項第２号の規定により計算し

た金額とを合算した額を当該給与所得の金額及び

同条第１項に規定する雑所得の金額の合計額とし

て計算するものとする。）」を加え、「山林所得金額、

同法」を「山林所得金額、地方税法」に改め、「第

３５条の２第１項」の次に「、第３５条の３第１

項」を加え、同条第２項第３号を次のように改め

る。 

(3) 前項に規定する市町村民税につき、地方税

法第３１４条の２第１項第８号に規定する控

除を受けた者については、２７万円 
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第５条第２項中第４号を第５号とし、第３号の

次に次の１号を加える。 

(4) 前項に規定する市町村民税につき、地方税

法第３１４条の２第１項第８号の２に規定す

る控除を受けた者については、３５万円 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の江東区心身障害者福

祉手当条例施行規則第５条の規定は、令和３年

８月以後の月分の心身障害者福祉手当の支給に

ついて適用し、同年７月以前の月分の心身障害

者福祉手当の支給については、なお従前の例に

よる。 

                    

新型コロナウイルス感染症に伴う江東区国民健

康保険の保険料減免の特例に関する規則の一部を

改正する規則を公布する。 

  令和３年３月３０日 

江東区長  山 﨑 孝 明   

◎江東区規則第２８号 

   新型コロナウイルス感染症に伴う江東区国

民健康保険の保険料減免の特例に関する規

則の一部を改正する規則 

 新型コロナウイルス感染症に伴う江東区国民健

康保険の保険料減免の特例に関する規則（令和２

年６月江東区規則第５５号）の一部を次のように

改正する。 

第１条中「新型インフルエンザ等対策特別措置

法（平成２４年法律第３１号）附則第１条の２第

１項に規定する新型コロナウイルス感染症」を「病

原体がベータコロナウイルス属のコロナウイルス

（令和２年１月に、中華人民共和国から世界保健

機関に対して、人に伝染する能力を有することが

新たに報告されたものに限る。）である感染症」に

改める。 

第３条を次のように改める。 

（対象となる保険料） 

第３条 特例減免の対象となる保険料は、次に掲

げるものとする。 

(1) 令和３年度分の保険料であって、令和３年

４月１日から令和４年３月３１日までの間に

国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）

第７６条の３第１項の規定による普通徴収に

係る保険料の納期限（同項の規定による特別

徴収の場合にあっては特別徴収対象年金給付

の支払日。以下同じ。）が定められているもの 

 (2) 令和２年度相当分の保険料であって、令和

２年度末に資格を取得した等の事由により、

令和３年４月１日以後に普通徴収に係る保険

料の納期限が到来するもの。 

附 則 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

                    

江東区私道整備助成条例施行規則の一部を改正

する規則を公布する。 

  令和３年３月３０日 

江東区長  山 﨑 孝 明   

◎江東区規則第２９号 

江東区私道整備助成条例施行規則の一部を

改正する規則 

江東区私道整備助成条例施行規則（昭和４２年

１２月江東区規則第２１号）の一部を次のように

改正する。 

別表第２を次のように改める。 
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別表第２（第３条関係） 

工種 形状 単位 単価（円） 

取りこわし工 手こわし ㎥ ７９，２６５ 

排水本管

工（路面

排水のみ

を流すも

の に 限

る） 

改修 内径１５０ｍｍ 塩化ビニル 

深さ１．１ｍ未満 

ｍ ４１，１１８ 

内径１５０ｍｍ 塩化ビニル 

深さ１．１ｍ以上 

ｍ ５６，０９２ 

内径２００ｍｍ 塩化ビニル 

深さ１．１ｍ未満 

ｍ ４６，２８１ 

内径２００ｍｍ 塩化ビニル 

深さ１．１ｍ以上１．７ｍ未満 

ｍ ６２，２４４ 

 

内径２００ｍｍ 塩化ビニル 

深さ１．７ｍ以上 

ｍ ７５，９０２ 

内径２５０ｍｍ 塩化ビニル 

深さ１．１ｍ未満 

ｍ ５１，１１７ 

内径２５０ｍｍ 塩化ビニル 

深さ１．１ｍ以上１．７ｍ未満 

ｍ ７４，４１７ 

内径２５０ｍｍ 塩化ビニル 

深さ１．７ｍ以上 

ｍ ９０，４３１ 

 

Ｌ形溝工 新設 鉄筋コンクリートＬ形 

２５０Ａ 砕石基礎 

ｍ ２２，５２０ 

鉄筋コンクリートＬ形 

２５０Ａ コンクリート基礎 

ｍ ２７，８７０ 

鉄筋コンクリートＬ形 

２５０Ｂ コンクリート基礎 

ｍ ２６，３５０ 

改修 鉄筋コンクリートＬ形 

２５０Ａ 砕石基礎 

ｍ ２７，３４８ 

鉄筋コンクリートＬ形 

２５０Ａ コンクリート基礎 

ｍ ３３，９２６ 

鉄筋コンクリートＬ形 

２５０Ｂ コンクリート基礎 

ｍ ３２，４９２ 

補修 ２５０Ａ 砕石基礎 

ブロック１００％再利用 

ｍ １７，９９９ 

２５０Ａ コンクリート基礎 

ブロック１００％再利用 

ｍ １７，０６９ 

２５０Ｂ コンクリート基礎 

ブロック１００％再利用 

ｍ １７，４６６ 

３００Ｂ コンクリート基礎 

ブロック取替 

ｍ ２０，７７２ 

Ｌ形用集 

水ます 

設置工（新設） ２５０用 箇所 ７２，６６６ 

設置工（改修） ２５０用 箇所 ７３，９５７ 

導水管工 塩化ビニル ＶＵφ１５０ ｍ ２４，７９０ 

塩化ビニル ＶＵφ１００ ｍ ２１，８８２ 

ソケット取付工 硬質塩化ビニル φ１５０ 箇所 １３，１３５ 

硬質塩化ビニル φ１００ 箇所 １１，２５６ 

縁塊ふた取替工 ２５０用 箇所 ３５，７１０ 

調整工  箇所 １３，２８５ 

Ｌ形用汚 

水ます 

縁塊ふた取替工  箇所 ３２，９２６ 

調整工  箇所 １３，２８５ 

円形汚水 

ます・改

良ます 

縁塊ふた取替工  箇所 ４７，６９８ 

調整工  箇所 １５，１８３ 
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人孔 縁塊ふた取替工  箇所 １３８，８７３ 

調整工  箇所 １５，１８３ 

舗装工 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新

設 

人力 総厚 １４．０ｃｍ 細粒度 ㎡ １２，９８９ 

総厚 １４．０ｃｍ 開粒度 ㎡ １２，５２８ 

総厚 １５．０ｃｍ 再生密粒度 ㎡ １３，６２５ 

機械人力 総厚 ２０．０ｃｍ 

再生密・粗粒度 

㎡ １６，６２３ 

改修 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人力 総厚 １４．０ｃｍ 細粒度 

既設アスファルト舗装 

㎡ １５，５７０ 

総厚 １４．０ｃｍ 細粒度 

既設コンクリート舗装 

㎡ １５，７８２ 

総厚 １４．０ｃｍ 開粒度 

既設アスファルト舗装 

㎡ １５，１０９ 

総厚 １４．０ｃｍ 開粒度 

既設コンクリート舗装 

㎡ １５，３２１ 

総厚 １５．０ｃｍ 再生密粒度 

既設アスファルト舗装 

㎡ １９，４５５ 

総厚 １５．０ｃｍ 再生密粒度 

既設コンクリート舗装 

㎡ １９，７２１ 

機械人力 

 

 

 

総厚 ２０．０ｃｍ 

再生密・粗粒度 

既設アスファルト舗装 

㎡ １８，８３６ 

総厚 ２０．０ｃｍ 

再生密・粗粒度 

既設コンクリート舗装 

㎡ 

 

 

１９，１０２ 

 

 

機械 総厚 ２０．０ｃｍ 

再生密・粗粒度 

既設アスファルト舗装 

㎡ 

 

 

１０，８９９ 

 

 

総厚 ２０．０ｃｍ 

再生密・粗粒度 

既設コンクリート舗装 

㎡ １１，３２４ 

被

覆 

人力 厚 ５．０ｃｍ 再生密粒度 ㎡ ４，７４４ 

機械 厚 ５．０ｃｍ 再生密粒度 ㎡ ２，７３８ 

交通誘導警備員費  人・日 ２５，６２１ 

   附 則 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

                    

江東区中小企業融資基金条例施行規則の一部を

改正する規則を公布する。 

  令和３年３月３０日 

江東区長  山 﨑 孝 明   

◎江東区規則第３０号 

   江東区中小企業融資基金条例施行規則の一

部を改正する規則 

 江東区中小企業融資基金条例施行規則（昭和４

４年３月江東区規則第９号）の一部を次のように

改正する。 

第７条第２項ただし書を削り、同条に次の２項

を加える。 

３ 前項の規定にかかわらず、小規模企業特別資

金（小口零細企業保証制度）の借換資金及び借

換資金については、借換えによる返済条件とな

る資金の現に融資を受けている額を、第１項の

限度額の算定に当たり算入しないことができる。 

４ 第２項の規定にかかわらず、特別資金につい

ては、既に受けている融資の元金返済が始まっ

ていない場合であっても、追加の融資を受ける

ことができる。 

第２１条第２項を削る。 

第２４条を次のように改める。 

（返還命令） 

第２４条 区長は、補助金の交付を受けた者が次

の各号のいずれかに該当すると認めるときは、

補助金の全部又は一部の返還を命ずることがで

きる。 

(1) 偽りその他不正な手段により補助金の交付

を受けたとき。 

(2) 繰上償還により第２１条に規定する保証料
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の返戻を受けたとき。 

別記第１号様式を次のように改める。 
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別記第１号様式（第１５条関係） 

附 則 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 
                    

江東区特別区税条例施行規則の一部を改正す

る規則を公布する。 

  令和３年３月３０日 

江東区長  山 﨑 孝 明   

◎江東区規則第３１号 
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江東区特別区税条例施行規則の一部を改正

する規則 

江東区特別区税条例施行規則（昭和４０年３月

江東区規則第１４号）の一部を次のように改正す

る。 

 第１６条に次のただし書きを加える。 

  ただし、区長が特に必要があると認めるとき

は、この限りでない。 

 別記第１６号様式を次のように改める。 
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別記第１６号様式（第１４条関係） 
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 別記第２７号様式を次のように改める。 
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別記第２７号様式（第１６条関係） 
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   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前

の江東区特別区税条例施行規則の別記様式によ

る用紙で、現に残存するものは、所要の修正を

加え、なお使用することができる。 

                    

江東区組織規則の一部を改正する規則を公布す

る。 

  令和３年３月３０日 

江東区長  山 﨑 孝 明   

◎江東区規則第３２号 

江東区組織規則の一部を改正する規則 

江東区組織規則（昭和４８年５月江東区規則第

１９号）の一部を次のように改正する。 

第１０条の表防災課の部防災計画係の項中 

「５ 防災意識の普及啓発に関すること。 

６ 課内他の係に属しないこと。      」 

を 

「５ 課内他の係に属しないこと。      」 

に改め、同部災害対策係の項中 

「７ 小災害等の対応に関すること。     」 

を 

「７ 小災害等の対応に関すること。 

８ 防災意識の普及啓発に関すること。   」 

に改める。 

第１６条の表生活衛生課の部生活衛生係の項中

「化製場等に関すること」の次に「（食の安全係及

び食品衛生第一係、食品衛生第二係に属するもの

を除く。）」を加え、同部食の安全係の項中 

「４ 製菓衛生師に関すること（食品衛生第一係、

食品衛生第二係に属するものを除く。）。  」 

を 

「４ 製菓衛生師に関すること（食品衛生第一係、

食品衛生第二係に属するものを除く。）。                         

５ 化製場等に関すること（生活衛生係及び食

品衛生第一係、食品衛生第二係に属するもの

を除く。）。               」 

に改め、同部食品衛生第一係、食の衛生第二係の

項中 

「３ 製菓衛生師に関すること（食の安全係に属

するものを除く。）。            」 

を 

「３ 製菓衛生師に関すること（食の安全係に属

するものを除く。）。 

４ 化製場等に関すること（生活衛生係及び食

の安全係に属するものを除く。）。     」 

に改める。 

第１９条建築課の部建築係の項中 

「８ 建設工事に係る資材の再資源化等に関する

法律（平成１２年法律第１０４号）に基づく

届出及び指導に関すること。 

９ 都市の低炭素化の促進に関する法律（平成

２４年法律第８４号）に基づく建築物の認定

審査に関すること。           」 

を 

「８ 建設工事に係る資材の再資源化等に関する

法律（平成１２年法律第１０４号）に基づく

届出及び指導に関すること。       」 

に改め、同部設備係の項中 

「３ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関す

る法律（平成２７年法律第５３号）に基づく

建築物の審査及び認定に関すること。     」 

を 

「３ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律（平成２７年法律第５３号）に基づ

く建築物の審査及び認定に関すること。 

４ 都市の低炭素化の促進に関する法律（平成

２４年法律第８４号）に基づく建築物の認定

審査に関すること。           」 

に改める。 

別表(11)の項中「同小名木川児童館 同北砂五

丁目２０番５‐１０１号」を削る。 

  附 則 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

                    

江東区予算事務規則の一部を改正する規則を公

布する。 

  令和３年３月３０日 

江東区長  山 﨑 孝 明   

◎江東区規則第３３号 

江東区予算事務規則の一部を改正する規則 

 江東区予算事務規則（昭和３９年３月江東区規

則第１０号）の一部を次のように改正する。 

第４条第１項の表保健相談所の事務の項の次に

次のように加える。 

新型コロナウイルスワ

クチン接種推進室の事

務 

新型コロナウイルスワ

クチン接種推進室長 

 第４条第２項中「を除く。）」の次に「、ワクチ

ン接種管理担当課長、ワクチン接種推進担当課長」

を加える。 

 第６条中「並びに会計管理室長」を「並びに新

型コロナウイルスワクチン接種推進室長、会計管

理室長」に改める。 
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附 則 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

                    

江東区契約事務規則の一部を改正する規則を公

布する。 

  令和３年３月３０日 

江東区長  山 﨑 孝 明   

◎江東区規則第３４号 

   江東区契約事務規則の一部を改正する規則 

 江東区契約事務規則（昭和３９年３月江東区規

則第１１号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第１号中「保健所長」の次に「、新型コ

ロナウイルスワクチン接種推進室長」を加え、同

条第２号中「除く。）及び同条第２項」を「除く。）

及び同条第３項」に改める。 

   附 則 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

                    

江東区会計事務規則の一部を改正する規則を公

布する。 

  令和３年３月３０日 

江東区長  山 﨑 孝 明   

◎江東区規則第３５号 

   江東区会計事務規則の一部を改正する規則 

江東区会計事務規則（昭和３９年３月江東区規

則第１３号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１号中「保健所」の次に「、新型コロ

ナウイルスワクチン接種推進室」を加え、同条第

２号中「保健所長」の次に「、新型コロナウイル

スワクチン接種推進室長」を加え、「第３０条、」

を削り、「第１３８条、第１４５条及び第１４８条」

を「第１３２条、第１３９条及び第１４２条」に

改め、同条第４号中「第６条第１項に規定する課

長」の次に「、ワクチン接種管理担当課長、ワク

チン接種推進担当課長」を加える。 

第８６条第４項第１号中「給与及び児童手当」

を「給与、児童手当及び旅費（近接地内の旅費で

あって、口座振替の方法により支給するものに限

る。）」に改め、同項第２号中「旅費の」を「旅費

（近接地内の旅費であって、口座振替の方法によ

り支給するものを除く。）の」に改め、同項第３号

中「前号の請求」を「支出命令者」に改め、「まで

に」の次に「支出命令書を」を加え、同条第５項

中「この場合において」の次に「、口座振替の方

法により支給する場合を除き」を加える。 

第８６条の２第１項中「あっては、」の次に「近

接地内及び」を加える。 

附 則 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 
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規 則 （ 議 ） 

 

江東区議会会議規則の一部を改正する規則を公

布する。 

  令和３年３月３０日 

   江東区議会議長   若 林 しげる 

◎江東区議会規則第１号 

  江東区議会会議規則の一部を改正する規則 

江東区議会会議規則（昭和３１年９月区議会規

則第１号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１項中「事故」を「公務、疾病、育児、

看護、介護、配偶者の出産補助その他のやむを得

ない事由」に改め、同条第２項中「日数を定めて」

を「出産予定日の６週間（多胎妊娠の場合にあっ

ては、１４週間）前の日から当該出産の日後８週

間を経過する日までの範囲内において、その期間

を明らかにして」に改める。 

附 則 

 この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

訓 令 

 

◎江東区訓令甲第１号 

庁 中 一 般    

出  張  所    

事  業  所    

 江東区職員の旅費支給規程（昭和４８年６月江

東区訓令甲第２３号）の一部を次のように改正す

る。 

  令和３年３月３０日 

江東区長  山 﨑 孝 明  

 別記第１号様式を次のように改める。 
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別記第１号様式（第５条関係） 

   附 則 

 この規程は、令和３年４月１日から施行する 
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◎江東区訓令甲第２号 

庁 中 一 般    

事  業  所    

 江東区保健所処務規程（昭和５０年４月江東区

訓令甲第３８号）の一部を次のように改正する。 

  令和３年４月１日 

江東区長  山 﨑 孝 明  

第３条の表生活衛生課の部生活衛生係の項中 

「５ 化製場等に関すること。        」 

を 

「５ 化製場等に関すること（食の安全係及び食

品衛生第一係、食品衛生第二係に属するもの

を除く。）                」 

に改め、同部食の安全係の項中 

「４ 製菓衛生師に関すること（食品衛生第一係、

食品衛生第二係に属するものを除く。)。  」 

を 

「４ 製菓衛生師に関すること（食品衛生第一係、

食品衛生第二係に属するものを除く。）。 

５ 化製場等に関すること（生活衛生係及び食

品衛生第一係、食品衛生第二係に属するもの

を除く。）。               」 

に改め、同部部食品衛生第一係、食品衛生第二係

の項中 

「３ 製菓衛生師に関すること（食の安全係に属

するものを除く。）。           」 

を 

「３ 製菓衛生師に関すること（食の安全係に属

するものを除く。）。 

４ 化製場等に関すること（生活衛生係及び食

の安全係に属するものを除く。）。     」 

に改める。 

                     

◎江東区訓令甲第３号 

 庁 中 一 般    

出  張  所    

事  業  所    

 江東区金銭出納員、現金取扱員、給与取扱者、

分任給与取扱者、物品出納員及び検査員の任命又

は指定について（昭和５９年３月江東区訓令甲第

５号）の一部を次のように改正する。 

  令和３年４月１日 

江東区長  山 﨑 孝 明  

別表第１中 

「 保健相談所管理係長 当該保健相談所 」

を 

「 保健相談所管理係長 当該保健相談所  

 新型コロナウイルス

ワクチン接種推進室

ワクチン接種管理担

当課長付ワクチン接

種管理担当係長 

新型コロナウイルス

ワクチン接種推進室 

 

 

 

 

」 

に改める。 

別表第２中 

「 保健相談所管理係 当該保健相談所管理

係長 

 

」 

を 

「 保健相談所管理係 当該保健相談所管理

係長 

  

 新型コロナウイルス

ワクチン接種推進室 

新型コロナウイルス

ワクチン接種推進室

ワクチン接種管理担

当課長付ワクチン接

種管理担当係長 

 

 

 

 

」 

に改める。 

別表第３中 

「 保健相談所管理係長 当該保健相談所 」 

を 

「 保健相談所管理係長 当該保健相談所  

 新型コロナウイルス

ワクチン接種推進室

ワクチン接種管理担

当課長付ワクチン接 

種管理担当係長 

新型コロナウイルス

ワクチン接種推進室 
 

 

 

 

」 

に改める。 

別表第５中 

「 保健相談所管理係長 当該保健相談所 」 

を 

「 保健相談所管理係長 当該保健相談所  

 新型コロナウイルス

ワクチン接種推進室

ワクチン接種管理担

当課長付ワクチン接

種管理担当係長 

新型コロナウイルス

ワクチン接種推進室 

 

 

 

 

」 

に改める。 

別表第６中 

「 城東南部保健相談所保健指導担当係長（庶務を

担当する者に限る。） 

 

」 

を 

「 城東南部保健相談所保健指導担当係長（庶務を

担当する者に限る。） 

 

 

 新型コロナウイルスワクチン接種推進室ワク

チン接種管理担当課長付ワクチン接種管理担

当係長 

 

 

」 

に改める。 
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訓 令 （ 教 ） 

 

◎江東区教育委員会訓令甲第１号 

教育委員会事務局 

区 立 幼 稚 園 

 江東区立幼稚園教育職員の旅費支給規程（平成

１２年３月江東区教育委員会訓令甲第４号）の一

部を次のように改正する。 

  令和３年３月２６日 

江東区教育委員会 

 別記第１号様式を次のように改める。 
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別記第１号様式（第５条関係  

   附 則 

この規程は、令和３年４月１日から施行する。 

 

 


